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第１節 問題の所在と研究課題  
 











といえる。チュニジアは 1987 年に大統領に就任したベン・アリ（Zine el-Abidine Ben 
Ali）のもとで政情も安定し、先進工業国並みの社会・経済発展が進んでいる国家とし
て称賛されていた。チュニジアの一人当たり国内総生産（GDP：Gross Domestic 
Products）は 1961 年に 202 ドルであったが、2010 年にはおよそ 21 倍の 4198 ドル
にまで達した。これは中東・北アフリカ諸国の平均より 1000 ドル以上高く、サハラ
                                                   
1 本稿ではマグレブ（アラビア語で「日の沈む処」）諸国といった場合、狭義のチュニジア、アルジェリ
ア、モロッコのことを指す（広義ではリビア、モーリタニア、西サハラを含む）。また本稿における中東・
北アフリカ諸国は、統計で使用する頻度が多いこともあり、World Bank［2011］World Development 












外ではなかった。民族解放運動への度重なる弾圧を乗り越え、フランスと交渉を続けた両国は 1956 年 3
月に政治的独立を達成した。しかし、フランス領アルジェリア（Algérie française）として、より強固な
植民地支配体制に組み込まれたアルジェリアは 1954 年から 7 年半に及ぶ民族解放戦争を経験した。アル
ジェリアは 130 万人という夥しい犠牲を払いながら 1962 年、ついに政治的独立を果たすのである。 
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以南のアフリカ諸国の平均 1301 ドルの 3 倍に当たる額である2。 
こうしたなか、当時の世界銀行総裁ウォルフェンソン（James D.Wolfensohn）は、




ュニジア国民も少なくなかった。実際に 1 日 2 ドル以下（購買力平価）で生活する貧
困層の割合は 2000 年の 12.8％から 2010 年の間に 4.3%まで減少したとされる4。 
      
図 1 一人当たりの GDP 額の推移（1961 年～2010 年） 
 






                                                   
2 World Bank［2011］WDI 参照。チュニジアはかつて地中海交易の要衝として繁栄した都市国家カル
タゴがあった場所である。2014 年現在、人口は約 1098 万人で、面積は日本の約 5 分の 2 にあたる 16 万
2155km²。チュニジア国家統計局 
（INS：Institut National de la Statistique）ホームページ参照（以下、INS）。その国土は地中海沿岸
部、北部の草原地帯、中部のサヘル地域、南部のサハラ砂漠に大きく分かれ、気候・風土に地域的特性が
ある。 
3 Ramonet, I.［1996］“Main de fer en Tunisie,” Le Monde Diplomatique, Juillet.  
ラモネ, I.［1996］斎藤かぐみ訳「チュニジアの鉄腕政治」『ル・モンド・ディプロマティーク』（日本語・
電子版 7 月号）。2009 年 5 月 29 日閲覧。 
4 World Bank［2014］“The Unfinished Revolution：Bringing Opportunity, Good Jobs And Greater 
Wealth To All Tunisians, ”Tunisia：Development Policy Review, Poverty Reduction and Economic 












































とが多い。2013 年 1 月、アルジェリアのイナメナス（In Amenas）にある天然ガスプラントを武装勢力




6 例えば、Hibou, B., Meddeb, H. et Hamdi, M.［2011］ “La Tunisie d’après le 14 Janvier et So
n Économie Politique et Sociale ： Les Enjeux d’une Reconfiguration de la Politique Européenn
e,” Euro-Méditerranéen des Droits de l’Homme , FASOPO, Juin, Copenhagen. 










































































                                                   




































































                                                   
14 ウォーラーステイン, I.［2004］山下範久訳『脱商品化の時代―アメリカン・パワーの衰退と来るべき







文眞堂、p.5。マグレブ経済に関しては、Amin, S.［1970］Le Maghreb Moderne, les Éditions de Minuit.
がある。またアラブの歴史全般を取り扱ったものとして、アミン, S.［1982］『アラブ民族―その苦悶と未
来―』北沢正雄、城川桂子訳、亜紀書房を参照。 
16 Amin, S.［2012］“The Arab revolutions：a year after, ” Interface : a journal for and about social 
































                                                   
17 Amin, M., Assaad, R. et al.［2012］After The Spring : Economic Transitions in the Arab 
World,Oxford University Press. 
18 Hammouda, H.B.［1995］Tunisie ： Ajustment et difficulté de l’insertion internationale, Forum du 
Tiers Monde, L’Harmattan. 本書の序文はサミール・アミンが記し、1970 年代以降における第三世界の
「再買弁化」が批判された。 













第三世界の債務帳消しを要求する委員会（CADTM：Comité pour l'annulation de la 


















                                                   
20 Khader, B. ［2009］, L’Europe pour La Méditerranée : De Barcelone à Barcelone, L’Harmattan, 
Belgique. 
21 福田邦夫［2012a］「EUの 21世紀―経済危機から統合への未来―」『神奈川大学評論』第 73号、pp.82-92。 
22 シャムキ, F.［2011］湯川順夫訳「出ていけ！、出ていけ！、出ていけ！過去を一掃せよ！」『情況』4・
5 月合併号、情況出版、p.117。 
23 IMF, World Economic Outlook Database 参照。 







































第 3 節 本稿の構成 
 



























第 3 章「自由主義経済への転換期」では、第 1 節「石油危機と『欧州・アラブ対話
の展開』」において、第一次石油危機の際のアラブ石油輸出国機構（OAPEC：












































第 1 節 フランス保護領化と民族解放運動 
 
19 世紀中葉のチュニジアは、フサイン朝太守アフマド（AhmadⅠibn Mustafa）が












は 1881 年にチュニジア派兵に踏み切った。そして、同年 5 月、チュニス旧市街（メ
ディナ）に程近いバルド （ーBardo）で両国の間にバルドー条約（ le traité du Bardo）
が結ばれ、チュニジアはフランスに主権を奪われた。そして、1883 年 6 月、マルサ協








République une et indivisible）」という理念を掲げ、「同化政策」を採用していたから
であった26。このような直接統治制は、「自国の文明的価値、あるいはキリスト教的価
                                                   






















され、フランス資本のスファックス・ガフサ燐鉱石・鉄道会社（la compagnie française 













































を揺るがす出来事が起こった。1948 年 5 月、周辺のアラブ諸国の反対を押し切り、米
国の強力な後ろ盾のもとでイスラエル建国が行われたのである。冷戦体制下、米国は


















する青年将校の憤激が高まっていた。1952 年 7 月、エジプトのナセル（Gamal Abdel 
Nasser）中佐は、青年将校を率いてクーデタを起こし、エジプト国王ファールーク一
世を追放した。その後、独裁体制を確立したナセルは、1955 年、インドのネルー































の国家建設の見通しが立ったことで独立を認める方向に傾いたとされ、1956 年 3 月 2
日のモロッコ独立を受けて、同月 20 日、チュニジアはついに独立を達成するのである。 
 
 
第 2 節 ブルギバの近代化政策 
 
民族解放運動の「英雄」ブルギバは、独立後、形式的に存続していたフサイン朝の























                                                   
37 ハブスなどチュニジアの土地制度の変遷などは、Sethom, H.［1992］Pouvoire urbain et paysannerie 
en Tunisie, Cérès Production.を参照。 
38 宮治一雄［1982］「チュニジアの 1981 年選挙‐政治自由化・多党制への模索‐」『アジア経済』（第 23 巻































盟加盟は 1958 年 9 月を待たなければならなかった。しかもその直後にはアラブ連合
（エジプト・シリア）の独裁体制を批判し、約 3 年もの間国交を断絶したのである。
                                                   
39 中東調査会［1968］『中東・北アフリカ年鑑』、p.186。 














ラビアのチトー大統領が主導し、1961 年にベオグラードで開かれた第 1 回非同盟諸国





月、モロッコのタンジールで開かれた 3 国政党代表者会議で打ち出された。その 3 政
党とはチュニジアのネオ・デストゥール党、アルジェリアの民族解放戦線（FLN：Front 
de Libération Nationale）、モロッコのイスティクラル党であった。そして同決議に
基づき 1961 年 2 月、北アフリカ 3 国首脳会談でアラブ・マグレブ連邦国家構想が再
確認され、アルジェリアが独立を達成した後の 1964 年 9 月には同連邦国家樹立の具
体的作業に着手するためマグレブ常設諮問委員会（CPCM：Conseil Permanent 
Cunsultatif du Maghreb）が設立されたのである。同委員会にはリビアも参加（1970
年まで）し、マグレブ 4 ヵ国は統合に向けて歩み出した44。 
その一方で、1965 年 2 月以降、ブルギバはイスラエル承認をタブーとするアラブ諸
国にあって、「アラブもイスラエル共和国の立場を認め、この国と共存するべきであ
る」と主張した。そして 1966 年 7 月には西ドイツ訪問の途上で、「アラブ・イスラ
エル紛争を 1947 年の国連決定の線に添って解決するべき」という見解を示したので






















ていた。表 1-1 で示されるように、1953 年から 1955 年の期間、従業員 50 人以上を
抱える比較的規模の大きな企業は、チュニジア全体で 240 社を数えたが、そのうちコ
ロン経営のものが 206 社と圧倒的多数を占め、チュニジア人経営のものは 34 社しか
存在しなかった。 
製造業では 100 社中 89 社がコロン経営であり、1953 年の従業員数は製造業全体で















                                                   
45 中東調査会［1969］『中東・北アフリカ年鑑』、p.247。 














表 1-1 産業部門別企業数と従業員数（50 人以上,1953 年～1955 年） 
 
産業部門 企業数（社） 従業員数（人） 
コロン経営 チュニジア人経営 合計 1953 年 1955 年 
-冶金 3 0  3 655 418 
-金属加工（燐鉱石） 9 0  9 952 535 
-建設資材 17 0  17 2,838 1,863 
-化学・ゴム 7 0  7 1,098 988 
-食品 32 9 41 4,324 3,614 
-繊維・衣服 5 1 6 426 434 
-皮革 4 1 5 437 336 
-木材・家具 3 0  3 180 116 
-紙・その他 9 0  9 375 437 
製造業合計 89 11 100 11,285 8,741 
建設・公共事業 72 10 82 14,383 9,841 
商業（小売・卸売） 30 3 33 n/a  n/a  
運輸 15 10 25 n/a n/a  
総計 206 34 240 25,668 18,582 
 
（注）各数値から総計を算出。また製造業合計など数値を適宜修正。 







                                                   
48 Belehedi, A.［1992］op.cit., p.21. 
49 Lepidi, J.［1955］L’économie tunisienne depuis la fin de la guerre ： Services Tunisien des 





図 1-1 保護領期のチュニジア経済 
 
（出所）Martin, J.F.［2003］Histore de la Tunisie contemporaine ： De Ferry à Bourguiba 1881-1956, 
L’Harmattan, p.148 より転載。一部加工。 
 
しかし、第二次世界大戦中の1944年にフランスで国民解放運動（MLN : Mouvemnet 
de Libération Nationale）が急進化すると植民地における投資は次第に減少傾向に転
じ、チュニジア国内産業にも影響を及ぼしていった。終戦後の統計となるが、1950 年
                                                   
50 Belehedi, A.［1992］op.cit., p.22. 
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の時点で対チュニジア投資は 1250 万フランであった。これが 1956 年には 550 万フラ
ンに激減したのである。そしてチュニジア独立後の 1957 年には 310 万フランまで投
資規模が縮小し、チュニジアではコロン経営企業の解体が相次いだ。さらに隣国アル
ジェリアで独立戦争が勃発（1954 年）し、戦闘が激化するにつれて、コロンの引き揚
げも加速したのである。表 1-1 からも 1955 年にはコロン経営企業における従業員数が


























                                                   
51 Azaïez, T.L.［2000］Tunisie : changement politiques et emploi （1956-1996）, L’Harmattan.,p.57. 













 ここで 1956 年の階級・職能分布を確認するならば、ブルジョワジーや貴族などの
特権階級と賃金労働者・農民などの民衆の人数差は歴然である（表 1-2 参照）。 
 
 
表 1-2 チュニジア社会における階級・職能分布（1956 年） 
単位（人） 
  チュニジア人 コロン 合計 
ブルジョワジー 1,400 4,100 5,500 
－土地所有者 1,000 3,000 4,000 
－産業資本家 200 500 700 
－商業資本家 200 600 800 
貴族 1,000 －  1,000 
プチ・ブルジョワジー 88,000～99,000 27,000～36,000 115,000～135,000 
－職人 15,000～19,000 5,000～6,000 20,000～25,000 
－商人 35,000～37,000 5,000～8,000 40,000～45,000 
－公務員 35,000～40,000 15,000～20,000 50,000～60,000 
－士業 3000 2,000 5,000 
農民 300,000～350,000 －  300,000～350,000 
プロレタリアート 130,000～180,000 22,000 152,000～202,000 
－地方 50,000～80,000 2,000 52,000～82,000 
－都市 80,000～100,000 20,000 100,000～120,000 
不安定な雇用 330,000～430,000 3,000 333,000～433,000 
－手工業労働者 70,000 －  70,000 
－零細商業 40,000 －  40,000 
－失業者 220,000～320,000 －  220,000～320,000 
合計※ 855,400～1,061,400 56,100～65,100 911,500～1,126,500 
 
（注）各項目数値から合計数値を適宜修正。 
（出所）Belehedi, A.［1992］op.cit., p.38 より作成。 
 
統計値に幅があるため上限の人数で確認すると、まず当時のチュニジアには、106
万 1400 人のチュニジア人と 6 万 5100 人のコロンがいた。そのなかでチュニジア人ブ
ルジョワジーが 1400 人、貴族が 1000 人で、コロンのブルジョワジー（土地所有者、
 30 
 
産業資本家、商業資本家）が 4100 人で、いわゆる富裕な特権階級は合計 6600 人ほど
存在した。 
そして、プチ・ブルジョワジー（職人、商人、公務員、士業）と呼ばれる人々は、





























                                                   




























を結び、翌 1962 年 2 月のブルギバによるフランス訪問を経て、チュニジアはようや







                                                   










































第 1 節 第一次経済開発計画とベン・サラーハの農業改革 
 
はじめにチュニジアにおいて社会主義的開発政策が開始される 1960 年代初頭の世






















に 1960 年代には、欧州共同体（EC：European Community）加盟諸国のなかでも英
国、西ドイツ、オランダなど北部欧州諸国と、フランス、イタリア、スペイン、ギリ
















こうしたなかチュニジアは、1962 年 5 月、当時米国と並ぶ「超大国」へと成長しつ
つあったソビエト連邦とも国交を樹立し、1963 年 8 月、2500 万ドルの借款協定を締
結した。さらにチュニジアは 1964 年 1 月に中国との国交も開いたが、このような外
交姿勢からもブルギバは、親西欧主義とはいいながらも反植民地主義の骨太さが認め
られる58。こうしてブルギバは開発政策を進める上での資金集めを活発に行っていた。 
1961 年 9 月、ブルギバは企画財政省を設立し、1962 年から「第一次経済開発 10
ヵ年計画」（1962 年～1971 年）に着手した。同計画では、構造的失業の解消、富の公
正な分配の達成が謳われ、GDPの年平均成長率 6％、一人当たり所得の年 45DT（Dinar 
Tunisien）増加が目標に定められた。そして 1974 年までに自主持続可能な成長率を
達成すべく、10 年間に粗投資額合計 11 億 7600 万 DT（約 27 億 8700 万ドル）を見込
んでいた。10 ヵ年計画は 3 つの時期に区分され、第一次 3 ヵ年計画（1962 年～1964
年）は純投資額合計 2 億 7000 万 DT（6 億 4000 万ドル）、とし、そのうち 1 億 4000
万 DT は公共部門に対するものとされた。開発資金の 55.6%に相当する 1 億 5000 万






















1960 年代初頭、パリ国立銀行（BNP：Banque Nationale de Paris）をはじめとす
るフランス系 12 銀行が依然としてチュニジアの金融網を支配し続けていた。そして、
1951 年から 61 年の間、チュニジアの貿易の 54～56％は旧宗主国フランスが占めてい
た。ベン・サラーハは、チュニジア独自の社会主義国家建設を目指し、チュニジア社
会銀行（STB：Société Tunisienne de Banque）を中央銀行（BCT：Banque Centrale 
de Tunisie）の傘下に置き、さらに国立投資銀行（BNI：Banque Nationale 
d’Investissement）、国立農業銀行（BNA：Banque Nationale Agricole）、南部開発銀
行（Banque du Sud）を設立した。ちなみに南部開発銀行は、1968 年 7 月、チュニジ
ア政府とイタリアのモンテ・デイ・パスキ・ディ・シエナ銀行（Banca Monte Dei Paschi 
Di Siena S.p.A）による共同出資（1 億 DT）であった62。1969 年までに 13 の銀行が
設立され、チュニジアで活動するフランス系の銀行は 1 行のみとなったが、この間、







1964 年におけるチュニジアの就業人口は、農業 68 万人、漁業 1 万 5000 人、工業
16 万 5800 人、建設・公共事業 8 万 5000 人、水道・電気 6300 人、商業・金融 9 万
2000 人、運輸・通信 3 万 1000 人、その他サービス 6 万 5000 人、公務員 8 万人であ
ったが、実に労働人口の約 3 分の 2 が農業に従事していたことになる63。 
先に述べたように、1957 年、フランスとの議定書でまず 10 万ヘクタールの農地が
返還され、次にコロンの引き揚げによって放置された約 10 万ヘクタールが接収された。
そして 1964 年 5 月、ベン・サラーハ主導下、チュニジア議会はコロン所有の土地（約
33 万ヘクタール）を接収し、国有化することを決定した。1961 年から 62 年には、チ
                                                   
60 République Tunisienne［1962］Perspectives tunisiennes 1962-71, Publication du Secrétariat 
d’Etat aux Affaires Culturelles et à l’Information. 
62 福田［2001］前掲論文、p.53。 
63 日本貿易振興会編［1968］『世界貿易事典 5―中近東・北アフリカ編』日本経済新聞社、pp.343-344。 
 36 
 
ュニジア全土に 32 万 5800 人の耕作者（戸数）がおり、482 万ヘクタールに及ぶ農地
があった。そのうち 20ヘクタール未満の小農は耕作者全体の 82.9％を占めていたが、













Société Regionales de Commerce）を通じて組織された。卸売業の 70～80％、小売業
の 80～100％がその管理下に置かれ、さらに果物、野菜及びその他の分野への協同組
合組織の拡大も進められていた65。 
農業生産協同組合及び組合加入者は年を追うごとに増え、1963 年は 1 万 1622 人だ
った同組合加入者は 1968 年には 5 万 8277 人まで増加した（表 2-1 参照）。そして農
業生産者協同組合に対する融資を行うために中央政府管轄下に地域協同組合連合











                                                   





チュニジアでは外貨不足に対処するため、1964 年 9 月には通貨ディナール・チュニジ
アンが 20％も切下げられ、1962 年から 66 年の間に卸売物価指数は 29％、生産費指
数は 18％も上昇したのである66。 
 
表 2-1 農業部門の協同組合 
     農業生産協同組合の数 農業生産協同組合加入者 
 年度 生産協同組合 流通協同組合 準生産協同組合 生産協同組合 流通協同組合 準生産協同組合 
1960  n/a 68  n/a  n/a 17,292  n/a 
1961  n/a 76  n/a  n/a 17,962  n/a 
1962 15 89  n/a 593 19,009  n/a 
1963 127 87  n/a 11,622 19,720  n/a 
1964 177 182  n/a 14,530 59,385  n/a 
1965 259 248  n/a 23,932 84,665  n/a 
1966 378 313 402 35,283 103,254 17,676 
1967 445 285 451 40,810  n/a 18,930 










年 3 月には米国の余剰農産物 7000 万 DT 供与協定が提携されたのである。そしてカ
ナダからは小麦 1 万 3500 トンが輸入され、食糧生産の停滞はインフレ要因となった
ばかりでなく、大量の食糧輸入によって貿易収支赤字拡大の一因ともなった。1967 年
最初の 8 ヵ月間の輸入総額は 2870 万 DT だったが、そのうち、穀物（主に小麦）の
輸入は 970 万 DT にも及んでいる。また当時の高い人口増加率（公式推定では 2.6％、
非公式推定では 3％近いとされる）のため、一人当たり食糧生産は 1960 年代を通して
















図表 2-1 主要農産物・一次産品生産量の推移（1955 年～1968 年） 
単位（1000 トン） 
 
（注） 数値は 100 トン以下切り捨て。小麦類は 1000 キンタル（quintaux＝100kg）表記だったため、
数値を一桁減らして 1000 トン表記に統一。同様にワインのヘクトリットル（100ℓ）も調整。 
（出所）Jean Poncet［1969］“L’économie tunisienne depuis l’independence,”Annuaire de l’Afrique du 
Nord ,p.105 より作成。 
 
 
                                                   
68 Belehedi, A.,op.cit.,pp.121-122. 
55-
59年 
60年 61年 62年 63年 64年 65年 66年 67年 68年 
硬質小麦 360 370 200 320 530 350 420 300 280 310
軟質小麦 120 90 40 70 110 70 100 50 50 70
大麦 150 150 50 100 230 130 180 80 70 130
オリーブ油 55 128 32 34 45 88 95 52 19 51
柑橘類 67 0 114 80 58 88 94 82 110 66
ナツメヤシ 35 0 43 38 16 50 43 54 42 39
ワイン 150 150 140 180 170 180 185 130 80 90
甜菜糖 0 0 0 0 44 48 37 56 39 27














年 12 月、チュニジアはフランスから 400 万フランの借款供与を受け取った69。以後チ
ュニジアはフランスから、政府ベースで 1967 年 4430 万フラン、1968 年 6960 万フラ
ン、民間ベース援助は 1967 年 1 億 710 万フラン、1968 年 8280 万フランを受け取っ
た。1967 年から 1968 年にかけての減額は輸出信用の減少が原因であった。またチュ
ニジアは 1970 年 5 月、貿易赤字カバーと洪水被害援助、工業建立資金の名目でフラ














チュニジアは、第二次 4 ヵ年計画（1965～1968）の総投資額 3 億 8000 万 DT のう
ち約 40％を外国からの援助（フランス、米国中心）に依存していた。米国の援助は期
間 40 年、金利 2～2.5%という有利な条件であり、工業及び農業開発のための資本設備
などの購入に充てられた。さらに西ドイツは 1968 年 5 月に 960 万ドルの貸付に同意
した（これに先立ち同額の 960 万ドル、技術援助として 240 万ドル相当を供与済）。




71 中東調査会［1969］前掲書、p.250。1957 年に締結されたローマ条約によって EEC が誕生し、域外
諸国との関係について通商協定のほか連合協定（Association Agreement）という枠組みが設けられた。









表 2-2 工業品・鉱物資源生産量の推移（1960 年～1968 年） 
単位（1000 トン） 
  工業製品 燐鉱石 鉄 鉛 亜鉛 
60 年       n/a 2100.0 1030.0 28.0 7.0 
61 年       n/a 2000.0 850.0 26.5 6.1 
62 年 300.0 2100.0 760.0 22.0 7.8 
63 年 410.0 2400.0 860.0 21.9 7.8 
64 年 370.0 2750.0 940.0 20.1 6.0 
65 年 420.0 3000.0 1100.0 25.0 6.8 
66 年 480.0 3200.0 1300.0 24.5 5.1 
67 年 440.0 2800.0 920.0 21.8 5.6 
68 年 390.0 3400.0 1000.0 24.1 7.1 
 
（注） 工業製品のキンタル表記をトンで調整。 















そして、1966 年、チュニジア政府はイタリアの炭化水素公社（ENI：Ente Nazionale 
Idrocarbuni）の子会社 ENI チュニジア株の 50％を取得し、合弁企業 STIR（Société 
                                                   
73 中東調査会［1969］前掲書、p.246。 








送された76。また 1968 年にはエル・ボルマ北部 200km に位置するドウルブ（Douleb）
で第二の油田が発見され、ドウルブとスキラを結ぶパイプラインが 1969 年に建設さ
れた。1968 年度の原油輸出収益は 1410 万 DT であり、1968 年以降、燐鉱石とともに
同国の最も有力な外貨獲得手段となった。また表 2-2 に示されるように燐鉱石も 1960
年の 210 万トンから 1968 年には 340 万トンへと増大した。 




図表 2-2 貿易収支の推移（1958 年～1968 年） 
単位（100 万 DT） 
 





                                                   
75 中東調査会［1968］前掲書、pp.187-188。 
76 福田［2001］前掲論文、p.68。 
1958 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68
輸入 64.4 59.6 50.3 46.3 48.7 52.9 57.3 62.9 73.7 78.4 82.8
輸出 64.9 64.2 80.1 88.4 90.9 93.7 110.8 129.0 131.2 137.0 114.5















チュニジアの金・外貨準備は 1960 年末の 8500 万ドルから 1966 年末には 3100 万ド
ルまで減少した。これはチュニジアの輸入の 1.5 ヵ月分に満たない額であった77。 
 
図 2-1 公的支出の増大（1960 年～1968 年） 
単位（100 万 DT） 
 



























1967 年 9 月までに 13％増加した上、食料不足も相俟って物価は 1967 年を通じて上昇



























強権的に土地改革を断行させたのである。1969 年 1 月の時点で協同組合化されていた
農地はわずか 47 万 5000 ヘクタールに過ぎなかったが、同年 8 月には 411 万ヘクター










ベン・サラーハは 1962 年から 1968 年末の間、生産者協同組合と大土地所有者向け
に農機具を購入する場合には、農機具の価格の 5％を政府が補助し、さらに農機具価





務も GDP 比で約 56％まで上昇していた。こうしたなか世界銀行をはじめフランス、















合化がもたらした恐るべき行き過ぎ」の是正を早急に行うとした。政府は同年 9 月 20
日に成立した農業協同組合化の改正法に基づいて、10 月末には 450 万ヘクタールの土










































第 3 章 自由主義経済への転換期 
 
 




た。1960 年 9 月、イラク、サウジアラビア、クウェート、イラン、ベネズエラの 5 ヵ
国の代表は、イラクの首都バグダッドに結集し、メジャーが中東諸国のに石油資源を
支配することは国家主権の侵害であると激しく糾弾した。そして原油価格の防衛を目





















                                                   



















年に BP（British Petroleum）を国有化したのである87。 



















































                                                   






























の石油戦略によって欧州経済が大打撃を受けたからである94。EC 諸国では 1974 年か
ら 1984 年の間、GDP 成長率は平均 1.8％と伸び悩んだが、同時期に米国は 2.7％、日
本は 4.4％を記録しており、1970 年代から 80 年代にかけて EC の失業率は上昇した
（EC10.8％、米国 9.5％、日本 2.7％95）。 





                                                   
93 入江節次郎［1979］『帝国主義の解明』新評論、p.202。 







現在の挑戦―」『日本 EU 学会年報』第 32 号、p.33。 










恵の供与に関して EC は強硬に反対したのである。こうしたなか 1977 年にチュニスで
開かれた第 2 回総合委員会では、個々の問題について一段と具体的に問題点を絞り、
協議を進める方向を明らかにした。1970 年代当時の EC にとってアラブ諸国は最大の
貿易相手であった。1975 年の輸出額は 34 億 5000 万 UC（Unité de compte96）に上
り（1970 年比 31.4％増）、総輸出額の 12.6％を占めていた。そして輸入額は 235 億
6000 万 UC に達し、その 90.8％が石油だった97。 
 
















                                                   
96 EC における通貨単位として導入され、1979 年に EEC 加盟国内で欧州通貨制度（EMS：European 
Monetary System）が成立すると、欧州通貨単位（ECU：European Currency Unit）となった。1999
年にユーロに改められた。 











の調印に向けた交渉が開始され、1975 年 5 月にイスラエル、1976 年 4 月にマグレブ


















変容した。すなわち第一次石油危機後の 1974 年に米国のキッシンジャー（Henry 
Alfred Kissinger）の提唱によって、国際エネルギー機関（IEA：International Energy 
Agency）が設置されて以降、EC をはじめとする IEA 加盟国（主要エネルギー消費国）
は「協調」してエネルギー安全保障政策に取り組むことになったのである。こうして
EC エネルギー政策の中核に据えられていた石油資源の確保は「欧州・アラブ対話」の
                                                   
99 宮治［1995］前掲論文、p.118。 












ベン・サラーハが、1969 年 9 月に失脚し、投獄されていた。その後ブルギバによって
首相に指名されたラドガムは、党内右派を中心に組閣を行ったが、ラドガム内閣は混
乱を収拾するための移行期内閣の性格が強く、およそ一年という短命に終わった。 





















                                                   




機関として、「投資促進庁」（API：Agence de Promotion des Investissments）を設立
した。1972 年には投資法 72－38 条を定め、チュニジアから海外市場への輸出を志向
する外国企業に対し、輸出のための中間財輸入及び生産物輸出を無税としたのである。
この政策は功を奏し、資本蓄積危機を対外への生産手段の転換に求める欧州多国籍企
業を中心にチュニジアには 1970 年から 1981 年の間に FDI が流入し、同期間にその
額は 10 倍に膨れ上がった103。 
とりわけ繊維産業では、ヨーロッパとの地理的近接性の他に、1969 年に締結された
EC との連合協定104及び 1974 年に導入された「多国間繊維協定」のもとで、優先的な
市場アクセスが可能であったこと、オスマン帝国時代にもトルコ帽の生産など繊維産
業の蓄積があったことから、西欧のメーカーが次々と進出した。1973 年から 1981 年
までの外国資本による対チュニジア投資件数 853 件のうち、66.6％に当たる 556 件が








1974 年に 6.0％以上の成長を達成したのである。これを受けて、1975 年の通常予算規
模は歳入 4 億 4400 万 DT（10 億 3500 万ドル）、設備予算は歳入歳出ともに 2 億 9500
万 DT（7 億 3300 万ドル）を計上した。 
輸出先は相変わらずヨーロッパ市場がメインであり、輸出全体の 75％（EC が 51.8％、
そのうちフランスが 17.1％）を占め、次に米国が 13.7％であった（1976 年）。輸入先
はヨーロッパとりわけフランスの比率が上がり、1976 年における輸入全体の 77.1％が
ヨーロッパ諸国（EC が 61.1%、フランス 32.1％）、アラブ諸国が 8.2％、北米 7.6％（米
国 6.2％）となった106。「第四次開発計画」（1973 年～1976 年）の間に、雇用創出数も
15 万 7000 人を超え、一人当たりの国民所得（名目）も 65.2％増加した。こうしたな
                                                   
103 Hammouda［1995］op.cit., p.67. 
104 1969 年にはチュニジア同様モロッコと EC の間にも連合協定が結ばれたが、これは EC 加盟国と旧植
民地諸国の特恵関係を維持するための措置であり、フランス、ベルギー、イタリア、オランダの要請に基






















GDP 5.0 9.6 4.8 -2.0 
一人当たり国民所得 4.0 7.0 2.5 -4.5 
対内投資 -1.5 8.6 1.0 -18.0 
消費 5.5 12.0 6.0 0 
 
（注）各年の成長率から平均値を算出。年度はベン・サラーハ政権末期の 1967 年から 69 年、ヌイラ政
権下の 1970 年から 80 年、それ以降の 80 年台前半、構造調整政策受け入れ直前の 1985 年から 86 年で
比較。 




なマクロ経済成長に一定の評価を与えた。表 3-2 に示されるように、1970 年代のチュ
ニジアでは平均 9.6%の GDP 成長率を記録し、その間、対内投資は平均で 8.6％、消







振興する上で大きな強みであった。表 3-3 に示されるようにマグレブ 3 ヵ国のなかで
チュニジアの観光部門が最も高い成長を示しており 1965 年から比べ、1978 年には約
6.9 倍に達した。またチュニジアの宿泊施設数と総ベッド数の推移を確認すると、1970
年には 212 の宿泊施設に合計 34297 人分のベッド数を有していたが、その後の開発に
よってその数は 1978 年にはそれぞれ 292 施設、66059 人分まで増加した（表 3-4 参
照）。旅行者の総宿泊数もベン・サラーハ政権末期 1969 年の 340 万 6000 泊からヌイ
ラ政権下の 1978 年には 880 万 4000 泊まで大幅に増え、アルジェリアと比べてもその
差は歴然としている（表 3-5）。こうした成長の裏には、ベン・サラーハ政権下、国家
                                                   
107 山口［2010］前掲書、p.241。 








表 3-3 マグレブ 3 ヵ国の観光部門の成長比較 
単位（1965 年＝100） 
  1965 年 1970 年 1975 年 1978 年 
アルジェリア 100 216 271 237 
モロッコ 100 189 276 299 
チュニジア 100 248 611 689 
マグレブ 3 ヵ国平均 100 211 361 388 
 
（出所） René Baretje,R.Djemni,“Le tourisme internationale dans les pays du Maghreb：Dossier 
Statistique”,Annuaire de l’Afrique du Nord 1978,CNRS, p.278. 
 
表 3-4 チュニジアの宿泊施設数と総ベッド数の推移 
  宿泊施設数 総ベッド数 各施設平均ベッド数 
1970 年 212 34,297 162 
1971 年 226 41,252 183 
1972 年 242 46,306 191 
1973 年 254 52,924 208 
1974 年 260 55,748 214 
1975 年 273 62,397 229 
1976 年 285 63,333 222 
1977 年 288 64,097 223 




表 3-5 チュニジアとアルジェリアの年間宿泊数（1969 年～1978 年） 
単位（1000 泊） 
  1969 年 1970 年 1971 年 1972 年 1973 年 1974 年 1975 年 1976 年 1977 年 1978 年 
アルジェリア 530 585 568 665 773 879 992 1028 1213 1322 












1961 年から 62 年当時の耕作者及び耕作地の比率と 1980 年に大きな違いはない。 
政府から有利な条件で大量の近代的農機具を獲得していた大地主たちは、ヌイラ政
権下において農業生産を本格的に再開した。皮肉にも集団化によって農業生産を増大
させることに執心した 1960 年代に比べて、70 年代には順調な生産高の伸びが見られ
た。これはベン・サラーハ時代に停滞していた農業生産が元の水準に戻ったこと、さ
らに 1970 年台初頭の一次産品ブームの影響も大きかった。 
しかしながらチュニジアの農業が天候に大きく左右される状況は変わらなかった。
旱魃だけでなく不規則な大雨も農業生産の不安定要素となっていた。1977 年の穀物総
生産は、前年の 11 万 5000 トンから 40％減の 6 万 7000 トンに落ち込んだ。そして収
穫量も１ヘクタール当たり 480 キログラム（前年 710 キログラム）に減少した109。ヌ









表 3-6 民間部門における耕作地の所有構造（1961 年～1962 年,1980 年） 
耕作地所有規模 
1961～62 年（入植地は除く） 1980 年 
耕作者（戸数） ％ 耕作地（ha） ％ 耕作者（戸数） ％ 耕作地（ha） ％ 
5ha 以下 133,000 40.8 306,700 6.4 149,600 42.1 336,000 7.2 
5～10 ha 73,000 22.4 511,990 10.6 75,800 21,4 534,000 11,5 
10～20ha 64,300 19.7 887,700 18.4 70,600 19.9 962,000 20.7 
20ha 以下の合計 270,300 82.9 1,706,300 35.4 296,000 83.4 1,832,000 39.5 
20～50ha 42,100 12.9 1,303,500 27.0 44,100 12.4 1,270,000 27.4 
50～100ha 8,300 2.5 562,300 11.7 10,500 3.0 677,000 1.6 
20～100ha の合計 50,400 15.4 1,865,800 38.7 54,600 15.4 1,947,000 42.0 
100ha 以上 5,100 1.6 1,249,900 25.9 4,400 1.2 858,000 18.5 
総計 325,800 100.0 4,822,000 100.0 355,000 100.0 4,637,000 100.0 
（注）農業生産者協同組合、農業コンビナート、実験農場は除く。 
（出所）Sethom,H.［1992］op.cit., p.58 より作成。 
                                                   
109 Alaya, H.［1977］“Tunisie : Chronique Économique,”Annuaire de l’Afrique du Nord ,CNRS, p.617. 




図表 3-1 主要穀物生産量の推移（1969 年～1977 年） 
単位（10 万トン） 
 
（出所）Alaya, H.［1977］op.cit., p.617 より作成。 
 
図表 3-2 穀物畑面積と 1 ヘクタール当たりの収穫量（1969～1977 年） 
 
 
（出所）Alaya, H.［1977］op.cit., p.617 より作成。 
 
 
69年 7０年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 
硬質小麦 2.5 3.0 4.3 6.5 4.9 6.6 7.9 7.0 4.8
軟質小麦 0.9 1.5 2.2 2.6 2.0 2.0 1.5 1.8 1.9
大麦 0.8 1.5 1.5 2.4 2.1 2.3 3.1 2.7 1.0









69年 7０年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 
収穫量(100kg/ha) 4.2 4.3 6.3 7.6 5.8 6.9 8.6 7.1 4.8


































があったものの 1975 年の総合収支は前年までの黒字傾向から 590 万 DT（1500 万ド
ル）の赤字に転じた。1976 年に入っても、原油、燐鉱石、オリーブオイルなど一次産
品の海外需要の減退と国際市況の低迷が続き、輸出が伸び悩んだ。1976 年の輸出額は
3 億 3830 万 DT（7 億 8900 万ドル）、輸入額は 6 億 5670 万 DT（15 億 3100 万ドル）
で大幅な貿易赤字となり、経常収支及び総合収支も赤字となった。1976 年の GDP に
占める消費の割合は民間消費が 61％、公共消費が 15％であり、総資本形成は 30％で
あった。また同年の国内総投資は 14 億 1300 万ドルで GDP の 31.5％を占めた111。ア
ラヤ（Alaya,H.）によれば、「経済的離陸」計画（1977 年～1981 年）の初年度には、
生産の停滞が見られた。名目 GNP は 1976 年の 18 億 8000 万 DT112から 1977 年には
20 億 9000 万に上ったが、実質成長率は 2％に過ぎなかった113。 
これは各部門の規模と生産性の違いが如実にあらわれた結果である。表 3-7 に示さ
れるように 1972 年から 75 年の主要生産部門における資本生産性を 100 とすると、









                                                   
111 中東調査会［1978］前掲書、p.612。 
112 Alaya, H.［1977］op.cit., p.616. 1977 年当時、1DT＝約 2.5 ドル、11.5 フラン。 







表 3-7 主要生産部門の資本生産性（1972 年～1983 年） 
単位（1972 年～75 年＝100） 
  1972～75 年 1976～79 年 1980～83 年 
農業・漁業 100 90.4 75.7 
鉱業 100 70.4 53.9 
電気・水道 100 95.9 81.5 
製造業 100 85.3 76.3 
交通・輸送 100 86.9 70.8 
観光 100 122.7 138.6 
建設・公共事業 100 98.8 128.0 
全体 100 90.2 78.1 
 
（出所）Azzam Mahjoub［1987］“ État, Secteur public et Privatisation en Tunisie,” Annuaire de 
l’Afrique du Nord, CNRS, p.311 より作成。 
 
図表 3-3 産業部門別総生産に占める輸出の割合（1969 年～1981 年） 
単位（％） 
 
（出所）Hammouda［1995］op.cit., p.87 より作成。 
 
1969年 1972年 1975年 1978年 1981年 
アグリビジネス 16.2 29.0 19.8 15.6 12.6
建設資材 13.7 9.1 3.9 - 3.0
電子・機械 25.3 18.3 12.4 16.9 15.6
化学 45.1 43.7 55.4 55.7 65.9
繊維・衣服 4.4 13.1 20.8 44.4 47.2
その他 40.5 19.9 16.5 21.0 5.9











図表 3-3 に示されるように、1969 年の繊維部門の輸出は全生産の 4.4%に過ぎなか
ったし、建設資材部門もその 90％以上が国内市場に供給されていた。その一方で化学
部門は伝統的にヨーロッパ市場向けに輸出されてきたことは既に述べた。同部門は
1969 年の段階で全生産のおよそ 45％が輸出に向けられていたが、1981 年までの間に
海外市場への依存度が高まり、その値は 66％にまで達した。こうしたなか前述の繊維
部門にはとりわけ多くの外資が参入したことで、輸出の割合は 1981 年には 47.2％ま
で上昇した。他方、チュニジアの主要貿易相手国であるフランスとの貿易関係を確認
すると、チュニジアは 1979 年には 3 億 3300 万 UC もの貿易赤字を計上した。当時フ
ランスの貿易の 4 分の 1 は途上国との間で行われていた（1979 年輸出額 FOB : 4 億






















                                                   
114 勝俣［1980］前掲論文、pp.36-37。 
115 Hammouda［1995］op.cit., pp.69-72. 
116 Ibid, p.72. 
 61 
 
表 3-8 製造業の地域分布（1967 年～1979 年） 
単位（％） 
  
1967 年 1973 年 1973～79 年 
雇用 売上高 雇用 売上高 付加価値額 雇用 投資額 
チュニス 58.3 56.6 53.6 59.6 57.5 40.1 27.3  
その他の沿海部 32.7 31.0 35.9 31.0 33.5 44.9 36.0 
－ビゼルト 9.1 10.3 10.0 11.8 11.2 3.3 8.5 
－ナブール 1.1 1.6 3.1 1.6 2.0 6.3 4.7 
－スース、モナスティール、
マハディア 
13.9 9.4 13.9 9.4 9.6 23.4 16.0 
－スファックス 8.6 9.7 8.9 8.2 10.7 11.9 6.8 
ガベス 0 0 0.3 1.7 2.1 4.1 21.9 
内陸部 9.0 12.4 10.2 7.7 6.9 10.9 14.8 
合計 100 100 100 100 100 100 100 
 
（出所） Signoles, P.［1983］“Industrialisation,Urbanisation et Mutations de l’espace tunisien,” 





















                                                   
117 Signoles, P.［1983］op.cit, p.291 
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表 3-9 各製造業への投資額と新規雇用創出数（1973 年～1979 年） 
単位（DT,人） 
部門 農産物加工 金属・電気機械 建築資材 
（セラミック・ガラス） 
化学 
県 投資額 雇用創出 投資額 雇用創出 投資額 雇用創出 投資額 雇用創出 
チュニス 44,318,324 3,694 37,750,078 6,422 30,479,763 4,046 7,533,722 841 
ザグアン 4,998,483 395 3,860,624 201 6,001,616 518 156,956 5 
ビゼルト 1,651,960 211 13,823,396 943 38,543,564 496 57,650 29 
ベジャ 8,981,354 220 101,244 n/a 1,117,491 281 n/a n/a 
ジャンドゥーバ 5,491,035 329 20,200 n/a 2,770,178 195 16,690 11 
ル・ケフ 945,391 148 64,256 2 29,317,252 310 n/a n/a 
シリアナ 433,755 70 135,450 8 159,900 48 n/a n/a 
カセリン 447,489 44 88,470 12 2,026,156 333 n/a n/a 
ガフサ 2,033,102 176 87,306 32 1,443,401 326 119,527 10 
シディ・ブジッド 821,954 179 32,310 n/a 2,984,440 126 3,261 3 
メドゥニン 2,716,649 191 371,323 110 2,632,091 570 139,264 56 
ガベス 2,727,576 100 4,245,448 423 40,440,125 1,359 93,571,267 654 
スファックス 11,073,691 1,626 4,399,571 1,160 6,493,232 838 9,121,654 525 
マハディア 4,835,003 426 78,508 23 2,107,184 390 20,000 5 
モナスティール 2,754,052 257 489,411 59 11,116,551 1,327 109,600 27 
スース 12,547,950 772 7,238,314 1,078 10,399,365 1,125 349,392 82 
ケルアン 1,370,791 124 70,008 8 6,564,410 332 171,088 131 
ナブール 13,965,160 1,580 3,404,569 221 8,935,543 1,109 611,437 124 
合計 122,113,719 10,542 76,260,486 10,702 203,532,262 13,729 111,981,508 2,503 
 
部門 繊維 その他 各部門合計 
県 投資額 雇用創出 投資額 雇用創出 投資額 雇用創出 
チュニス 28,726,490 7,066 30,274,075 4,875 179,082,452 26,944 
ザグアン 578,219 169 1,142,949 10 16,738,847 1,298 
ビゼルト 1,406,911 432 417,738 87 55,901,219 2,198 
ベジャ 409,171 20 69,016 17 10,678,276 538 
ジャンドゥーバ 23,200 9 228,789 60 8,550,092 604 
ル・ケフ 28,400 33 45,632 23 30,400,931 516 
シリアナ 23,004 75 146,228 15 898,337 216 
カセリン 31,200 6 1,193,425 140 3,786,740 535 
ガフサ 3,282 n/a  1,887,510 310 5,574,128 854 
シディ・ブジッド n/a  n/a  641,282 43 4,483,247 351 
メドゥニン 1,610,483 407 491,110 178 7,960,920 1,512 
ガベス 131,535 14 2,091,892 228 143,207,843 2,778 
スファックス 7,410,636 2,244 6,519,090 1,599 45,017,874 7,992 
マハディア 356,870 44 283,110 99 7,680,675 987 
モナスティール 36,714,499 6,841 1,069,063 346 52,253,176 8,857 
スース 6,975,551 1,607 6,978,809 1,175 44,489,381 5,839 
ケルアン 652,882 177 455,871 143 9,285,050 915 
ナブール 1,873,347 801 2,461,384 367 31,251,440 4,202 
合計 86,955,680 19,945 56,396,973 9,715 657,240,628 67,136 
 
（出所） Ibid, p.294 より作成。 
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 具体的には表 3-9「各製造業への投資額と新規雇用創出数（1973 年～1979 年）」に
示されるように同期間の各部門合計投資額 6 億 5724 万 DT のうち、チュニス県が 1
億 7908 万 DT を占め、以下ガベス県が 1 億 4320 万 DT、モナスティール県が 5225
万 DT となっている。全ての県が沿岸部に位置し、他県に比べチュニスは農産物加工
（4431 万 DT）、金属・電気機械部門（3775 万 DT）で最も投資額が多く、その他の
産業も盛んである。一方、ガベスは伝統的な中核産業である建築資材（セラミック、
ガラス、4044 万 DT）、化学部門（9357 万 DT）において最も投資額が多かった。モ
ナスティールは、1970 年代以降、外国投資誘致を促進した繊維部門において最も投資
額が多く、3671 万 DT に達したのである。一方で、内陸部における各部門合計投資額
は、シリアナ県が 89 万 DT、カセリン県が 378 万 DT、シディ・ブジッド県が 448 万
DT と極端に少ないことがわかる。またここで重要なことは、1960 年代に比べると投



















ビアの露骨な介入を看過できなかった。結局 1976 年 8 月、両国はこの問題をオラン
ダのハーグ国際司法裁判所の調停に委ねることに同意したが、リビアは J.W.ベイトを
チャーターし、1977 年 5 月には潜水艦や駆逐艦を伴って調査活動を再開した。非公式












万人（1974 年）と極端に少なく、1973 年の予算（5 億 9500 万リビア・ポンド）の野
心的開発プログラムは部分的に失敗し、当時進行中だった第四次開発計画（1973 年～
1975 年）も国内の労働力不足のため暗礁に乗り上げていた。そこで小国でありながら


















                                                   
118 鴨志田恵一［1978］「リビアとチュニジアの確執―ガベス湾をめぐる緊張―」『中東・北アフリカ年鑑』
中東調査会、pp.66-67。 











政府と UGTT は毎年更新の社会契約を結んできた。1977 年 10 月頃から UGTT は
賃金上昇と労働条件の改善を要求して、各地の紡績、金属、燐鉱石工場のほか、給水、
電機など公共部門にまで輪を拡げたストライキを繰り返してきた。政府は 1977 年か
ら 1981 年までの 5 ヵ年計画を軌道に乗せるため、UGTT に協力を要請していた。し
かし政府は UGTT によって相次ぐストの波に態度を硬化させた。とりわけアシュール
（Ben Achour）UGTT 議長が与党から脱退したこと、そして UGTT に好意的立場を
とってきたベルホージャ内相らの主要閣僚が辞任したことで、ヌイラ政権による労組
対策が強硬になったのである121。 







指導したアシュールら有力幹部を含む約 1000 人を逮捕した。そして、UGTT に反政
府派幹部に代わる 13 人の新執行部を選出させ、反政府勢力の一掃を図った。他方、政




に包まれていた。こうしたなか 1980 年 1 月 26 日から 27 日朝にかけて、50 名以上の
武装集団がチュニジア南部の鉱山都市ガフサを襲撃した。チュニジア政府は軍隊を送
って、これを鎮圧したが、市民を含め双方に 40 数名の死者と 110 数名の負傷者を出
                                                   
121 鴨志田恵一［1979］「チュニジア」『中東・北アフリカ年鑑』（No.257）中東調査会、p.55。 
122 Belkhodja, T.［1998］Les Trois Décennies Bourguiba, Arcanteres Publisud, pp.144-162. 
















第 4 節 ムザリ政権下の経済危機 
 
1．資本生産性の低下と公的支出の増大 









資誘致政策によって 1980 年代には資本ストックが飛躍的に増大していた。 
図 3-1「経済全体における資本生産性の推移（1971 年～86 年）」に示されるように
1971 年にはチュニジア国内の資本ストックは 16 億 7700 万 DT に過ぎなかったが、
これが 1980 年には 74 億 3100 万 DT、1986 年には 224 億 1700 万 DT まで達したの
である。これに伴い国内産業が生み出す付加価値額も量的には順調に伸びてきたが、
資本ストックの増大と正比例して成長したわけではなかった。付加価値額は 1971 年
の 8 億 8100 万 DT から 1986 年の 70 億 2500 万 DT まで拡大したものの、チュニジ
                                                   






資本生産性が 1971 年 52.6%から 1986 年には 31.3%まで低下したのである。本節で
は、1980 年代のチュニジア経済を各指標から総合的に分析を試みたい。 
 
図 3-1 経済全体における資本生産性の推移（1971 年～1986 年） 
 
 
（出所）Mahmoud Ben Romdhane［1987］“Fondements et contenu des restructurations face à la crise 
économique en Tunisie,”Annuaire de l’Afrique du Nord, CNRS, p.164 より作成。  
 
表 3-10 各部門別資本生産性の推移（1971 年～1986 年） 














1971年 1,677  881  52.6 136  76  56.3 
1972年 1,803  1,068  59.2 154  102  65.8 
1973年 2,199  1,151  52.3 198  107  54.1 
1974年 2,802  1,548  55.2 252  154  61.3 
1975年 3,505  1,741  49.7 354  158  44.7 
1976年 3,885  1,933  49.8 414  202  48.9 
1977年 4,551  2,191  48.2 517  231  44.7 
1978年 5,304  2,484  46.8 646  275  42.5 
1979年 6,308  2,922  46.3 839  339  40.4 
1980年 7,431  3,541  47.6 1,017  417  41.0 
1981年 9,159  4,162  45.4 1,317  494  37.5 
1982年 11,293  4,788  42.4 1,717  536  31.2 
1983年 13,691  5,485  40.1 2,222  614  27.6 
1984年 16,450  6,241  37.9 2,769  733  26.5 
1985年 19,339  6,910  35.7 3,294  818  24.8 
1986年 22,417  7,025  31.3 3,860  922  23.9 



































1971年 202 104 51.7 263 250 95.1 
1972年 220 113 51.2 309 308 99.8 
1973年 304 138 45.4 390 323 82.8 
1974年 368 265 72.0 513 417 81.3 
1975年 481 293 61.0 649 500 77.1 
1976年 554 284 51.3 701 546 77.9 
1977年 705 333 47.2 824 603 73.1 
1978年 844 380 45.0 949 687 72.4 
1979年 1,013 506 49.9 1,126 799 71.0 
1980年 1,249 684 54.8 1,326 931 70.2 
1981年 1,689 839 49.7 1,702 1,097 64.5 
1982年 2,271 937 41.3 2,154 1,313 60.9 
1983年 2,849 1,042 36.6 2,611 1,500 57.5 
1984年 3,546 1,170 33.0 3,148 1,672 53.1 
1985年 4,264 1,240 29.0 3,717 1,867 50.2 
1986年 4,997 1,105 22.1 4,338 1,963 45.2 
 































表 3-11 労働生産性と実質平均所得の増減（1972 年～1987 年） 
単位（％） 
  労働生産性 実質平均所得 
農業 2.6 2.5 
アグリビジネス 4.7 -3.4 
化学 -1.6 -0.8 
電子・機械 4.4 1.0 
繊維・衣服・皮革 1.0 -1.2 
その他の製造業 3.0 -1.9 
鉱業 4.7 3.0 
エネルギー -5.6 0.6 
建築・公共事業 1.2 1.3 
輸送 3.1 0.6 
観光 3.1 0.9 
 




性が低下するなか、チュニジアの石油収入が 1970 年代から 1980 年代にかけて大幅に
増大したことは注目に値する。生産量こそ伸びなかったが、OPEC の石油戦略発動以
降（チュニジアは 1982 年加盟、1986 年脱退）、石油輸出価格が 1973 年の 14.2DT/ト
ンから 1985 年には 152.9DT/トンまで上昇したのである（図 3-2 参照）。1970 年代末
の第二次石油危機、イラン革命以降、石油輸出価格は高止まりし、産油国の戦略は大
きな成功を収めたといえる。チュニジアの原油生産量の最盛期は 1980 年で 562 万
7000 トンに過ぎなかったが、同年の石油価格は 97.6DT/トンであり、2 億 300 万 DT
の石油収入を得た。これは 1973 年の 2600 万 DT の約 8 倍に上る額であった。その後
も、石油価格の高騰とともに石油輸出収入は増加し続け 1985 年には、4 億 5900 万ド











支出が急増したのである。1973 年に比べ 1984 年には公務員給与は 5.4 倍、政府消費
は約 7.8 倍、債務返済は約 10 倍、企業活動助成金は約 17.8 倍、総固定資本形成は約
7.4 倍まで達した（表 3-14 参照）。こうしたなか、表 3-13 に示されるように石油輸出





























図 3-2 石油部門における主要指標の推移（1973 年～1987 年） 
 
（出所）Mahjoub［1987］op.cit., p.313 より作成。 
 
 
表 3-12 石油部門における主要指標の推移（金額含む）（1973 年～1987 年） 
































26 63 70 54 61 84 144 203 275 393 334 428 459 386 399 
石油収入 
（73年＝100） 
100 242 269 208 235 323 554 781 1,058 1,511 1,285 1,646 1,765 1,485 1,535 
石油生産量 
（1000 トン） 
3,878 4,139 4,609 3,710 4,304 4,944 5,536 5,627 5,407 5,146 5,532 5,477 5,408 5,247 5,000 
石油生産量 
（73年＝100） 
100 107 119 96 111 127 143 145 139 133 143 141 139 135 129 
石油輸出価格 
（DT/トン） 
14.2 36.7 30.4 37.6 38.8 36.7 62.2 97.6 125.2 131.5 136.4 151.7 152.9 79.0 105.0 
石油輸出価格 
（73年＝100） 





表 3-13 労働力再生産費に対する石油収入の重要性（1973 年～1984 年） 
単位（100 万 DT） 
 



















  73 年 74 年 75 年 76 年 77 年 78 年 79 年 80 年 81 年 82 年 83 年 84 年 
（1）歳入 362 569 649 700 914 1,078 1,005 1,183 1,588 1,798 2,026 2,613 
（2）石油収入 26 63 70 54 61 84 144 203 275 393 334 428 
（3）石油外収入 336 506 579 646 853 994 861 980 1,313 1,405 1,692 2,185 




表 3-14 政府支出額の内訳と推移（1973 年～1984 年） 
  
100 万 DT 1984 年の指標 
（1973 年＝100） 1973 年 1984 年 
公務員給与 126 680.6 540 
消費（モノ、サービス） 33.1 257.5 778 
均衡助成金（損失補償） 5.1 54 1,059 
債務返済（元利） 39.4 388 985 
家計への助成 12.1 59.7 493 
企業活動助成金 15.8 280.6 1,776 
地方政府助成 7.2 54.8 761 
その他の経常移転 1.4 7.0 500 
総固定資本形成 38.6 285.1 738 
固定資産助成金 23.3 273.1 1,172 
その他の雇用 3.8 0.5 13. 
各種分担金・貸付 16.1 119.6 743 
交付金 3.8 46.2 1,216 
誤差脱漏 23.4 33.8 144 










31DT であったが、1975 年には都市部 87DT、地方 43DT、1980 年が都市部 120DT、




7.7%に当たる 55 万 5000 人であった。そして、表 3-15 に示されるように職能別社会
階層では、商工業労働者が 22 万 2000 人で最も多く全体の 40％を占めていた。次に農
民と職人（手工業者）が合計で 23 万 8000 人おり、農業・商工業部門の労働者だけで
絶対的貧困者の 80％以上を構成していた。 
 
                                                   




表 3-15 絶対的貧困者の職能別社会階層（1985 年） 
職業別社会層 人数 ％ 
自営農民 91,000 16.42 
農業労働者 94,000 16.96 
独立商人・職人 53,000 9.56 
商工業労働者 222,000 40.07 
その他の職業 9,000 1.62 
失業者 27,000 4.87 
退職者・無職 29,000 5.23 
単身者・無職 29,000 5.23 
合計 554,000 99.96 
 
（出所）Nasraoui, M.［1996］La représentation de la pauvreté dans la société tunisienne, L’Harmattan, 
p.61 より作成。 
 
図 3-3 産業部門別被雇用者数と失業者数（1984 年） 
単位（1000 人） 
 
（出所）Belehedi, A.［1992］op.cit., p.123 より作成。 
 
図 3-3「産業部門別被雇用者数と失業者数」に示されるようにムザリ政権時代で最も
治安が悪化し、社会の不安定化が進行した 1984 年、チュニジアの労働人口約 69 万の
うち、農業部門が 23 万 4800 人（34％）、建設・公共部門が 6 万 7700 人（9.8％）、電




















表 3-16 産業部門及び職能別就業者数 
単位（人） 









農業 10,540 201,860 174,080 86,420 460 2,010 475,370 234,800 
製造業・手工業 7,140 104,380 187,360 23,510 15,160 1,440 338,990 127,600 
鉱業・エネルギー 110 100 37,640 50 30 100 38,030  n/a 
建設・公共事業 3,650 18,090 212,110 830 1,600 1,210 237,490 67,700 
商業 9,290 50,730 53,980 2,680 1,080 580 118,340 9,600 
サービス 6,650 29,490 167,330 1,490 3,710 970 209,640 5,500 
公務員  0  0 265,010 200 580 560 266,350  n/a 
非公表 700 8,010 51,900 1,080 600 32,790 95,080  n/a 
合計 38,080 412,660 1,149,410 116,260 23,220 39,660 1,779,290 445,200 
 
（注） 各項目数値から合計数値を適宜修正。 
（出所）Ibid., p.124 より作成。 
表 3-17 チュニジア社会における階級・職能分布（1984 年） 
  単位（人） 
ブルジョワジー 23,550 農民 209,310 
－土地所有者 5,100 プロレタリアート 685,490 
－産業資本家 10,900 －都市 430,960 
－商業資本家 7,550 －地方 254,530 
プチ・ブルジョワジー 461,255 不安定な雇用  652,016 
製造・生産部門 156,365 被雇用者 227,676 
－職人 24,010 －自営 57,646 
－商人 54,000 －労働者 170,030 
－手仕事 28,980 家業手伝い 116,260 
－サービス 22,440 見習い 23,220 
－修理工 6,240 失業者 245,400 
－建設・公共事業など 20,695 就労不能 18,760 















うに 1983年には食料品及び農業関連製品の輸入が増大したことで 2億 4280万DTの
輸入超過となり、翌 1984 年も 2 億 3660 万 DT の赤字を計上している。 






図表 3-4 農産物及び食料品の貿易収支と経費償還率（1980 年～1988 年） 










80年 81年 82年 83年 84年 85年 86年 87年 88年 
食料品輸入 157.1 211.3 210.4 287.3 336.5 278.2 287.1 240.9 376.8
農業関連製品輸入 29.6 39.1 49.2 40.2 39.9 47.5 33.7 26.3 35.4
食料品輸出 63.1 110.8 100.5 84.7 139.8 134.3 169.2 220.2 242.4
収支 -123.6 -139.6 -159.1 -242.8 -236.6 -191.4 -151.6 -47.0 -169.8




















に示されるように同年の債務総額は 45 億 4000 万 DT（そのうち長期債務 25 億 600
万 DT）で、GDP に占める債務総額の割合が 59.5%、一年間の総輸出額に対する対外
債務の返済比率（DSR：Debt Service Ratio）は危険ラインとされる 30%近くに達し、
外貨準備高も激減したのである。経済状況は悪化し続け、先に述べた貧困問題も深刻
となっていた。これを受けてイスラーム主義者や UGTT によって組織された社会運動
が高まり、1986 年 7 月 8 日、ムザリはついに辞任に追い込まれた。ムザリは、ブルギ
バも何度も公言していたように、大統領後継者の筆頭であった。しかしブルギバは、
ムザリ解任後の 8 月 12 日には「ブルギバは私の赤ん坊」と公言していたワシーラ夫人
（73 歳）に離婚を宣告し、党と政府の人事の入れ替えを断行したのである129。 
 
表 3-18 対外債務に関する各指標（1984 年～88 年） 
単位（100 万 DT） 
  1984 年 1985 年 1986 年 1987 年 1988 年 
新規借入 545.2 542.8 600 810 930 
債務総額 3150 3180 4150 4540 5070 
中期債務 1280 1242 1644 1570 1596 
長期債務 1870 1938 2506 2970 3474 
長期債務/債務総額 （％） 59.4 60.9 60.4 65.4 68.5 
債務/GDP （％） 50.1 49.5 59.5 57.7 60 
債務返済（元利） 479 547 694 820 910 
債務返済/エネルギー輸入 （％） 22.1 24.6 30.4 29.2 28.9 
（注）パーセントで示される項目は少数点第二位を四捨五入して表示。 
（出所） Romdhane［1987］op.cit., p.172 より作成。 
 
 
第 5 節 ベン・アリ政権の誕生と構造調整政策 
 
ブルギバは、1986 年 7 月、経済相のスファール（Rachid Sfar）を首相に登用し、
マクロ経済の立て直しを一任した。前年の 1985 年 9 月にはベラ・バラッサ（Béla 
Balassa）が「チュニジア経済」に関する報告書を世銀に提出していた。そこでは一度
も経済「危機（crise）」という言葉は使用されず、チュニジアにおける「マクロ経済
の悪化」とされていた。スファールは、1986 年 8 月、同報告書を引用するかたちで開
発計画に関する公式発表を行った。バラッサ報告書が契機となり、同年にはスファー
ル内閣がチュニジアの対外債務返済不履行を宣言し、IMF の「構造調整政策」を公式
                                                   






表 3-18 に示されるように 1986 年当時、チュニジアの債務総額は 41 億 5000 万 DT






が上昇していた（図表 3-5、図 3-4 参照）。たたでさえ貧困に喘ぐ国民の多くは更なる
窮乏化を余儀なくされたのである。 
 










                                                   





































バゲット（670ｇ） 55 55 55 55 55 65 65 65 65 65 80 80 80 80 80 100 100 100
混合油（１ℓ） 180 180 180 180 180 200 200 200 200 250 300 300 300 300 300 300 300 320
砂糖（1kg） 100 100 130 130 130 200 200 200 200 200 240 240 240 240 240 240 270 270
鶏（1kg） 564 643 629 682 742 832 558 529 542 550 538 550 964 964 1005 1094 1188 1284


























                                                   
131 ウォーラーステインは、この点に関して以下のように述べている。「国家権力を手に入れた『革命家』
は、自国の労働者に対して、彼らがその国の経済を『開発＝発展








































いたベン・アリが、スファールに代わって首相に任命された。それから 1 ヵ月後の 1987
















した。1989 年当時 790 万の人口に対して 30 歳以下の人口は 520 万にのぼった。当時
アンナハダ運動の主な支持基盤は都市にあり、都市化（1960 年に全人口の 36％だっ
たが 1989 年には 57％まで上昇）の進行は人口増と若年層失業比率の増大と相俟って、
イスラーム原理主義が蔓延する背景となった135。 



















 こうしたなかチュニジアは、1987 年のベン・アリ政権発足当初から IMF の勧告に
従い緊縮財政と対外開放政策を段階的に進展させていった。財政改革として 1988 年 7




 ベン・アリ政権下の 1987 年から 1991 年に実施された構造調整政策によって、図
表 3-6「チュニジア経済全体の生産性推移（1972 年～1991 年）」に示されるように、
チュニジアは資本及び労働の生産性を取り戻したかにみえる。しかし、それは緊縮財
政、需要抑制、雇用制限政策の影響で、総資本増加率が激減（1982 年~86 年平均の




図表 3-6 チュニジア経済全体の生産性推移（1972 年～1991 年）単位（％） 
 















GDP成長率 4.3 5.6 2.9 3.9
雇用増加率 3.0 2.8 2.5 2.1
総資本増加率 6.0 9.0 7.5 1.8
労働生産性 1.3 2.7 0.4 1.7
資本生産性 -1.6 -3.2 -4.4 2.0












図表 3-7 製造業における生産性の推移（1972 年～1991 年,食品加工除く） 
単位（％） 
 
（出所）Ibid., p119 より作成。 
 
1974 年と 1991 年の主要輸出入品目の変化に着目すると、1974 年では石油、オリー
ブオイル、燐鉱石・鉛など伝統的な一次産品が輸出の上位を占めていたが、1991 年に
は繊維が 35％を超え圧倒的なシェア拡大を示している。輸入は 1970 年代と変わらず
機械類が多いが、輸出同様、繊維・織物部門の輸入がトップに躍り出た。すなわちベ
ン・アリ政権初期には既に生地・織物を輸入し、縫製を施して輸出する分業体制がチ
ュニジアの貿易構造の中心にあったといえる（表 3-19、表 3-20 参照）。1986 年から
90 年にかけて産業部門別の付加価値額の増減をみると、国内向けは化学部門の 7％増
加以外、全て 5％以下の伸びに止まったが、輸出向けは建設資材の 36.5%の増大をは
じめ電子・機械、繊維・織物など 1970 年代から 1980 年代に輸出振興した部門で大幅
な伸びを記録した（表 3-21参照）。1991年には製造業がGDPの 17％を占めるに至り、
そのうち部門別には食品加工及び繊維・皮革が全製造生産の 50％近くに達した137。当
時 1986 年から 1988 年の間に通貨ディナール・チュニジアンはおよそ 40％切り下げ
られ、農産物加工品や織物などの輸出は増大し、観光部門も活況を呈したが、他方で
年間平均物価上昇率 15％という激しいインフレとなった。一般給与は 1983 年以来凍
結されており138、人々の生活は決して改善したわけではなかった。また 1974 年に総
                                                   
137 中東調査会［1993］中東・北アフリカ年鑑、p.86。 













成長率 9.6 11.8 6.4 6.1
雇用増加率 6.3 5.9 3.6 3.0
総資本増加率 10.7 15.1 9.3 1.2
労働生産性 3.1 5.4 2.7 2.9
資本生産性 -1.0 -3.2 -2.6 4.8









輸出の 35.9%を占めた石油類は、生産の停滞によって 1991 年には総輸出の 14.4%ま
で下落していた。 
表 3-19 主要輸出品の推移（1974 年、1991 年） 
  1974 年 1974 年 1991 年 1991 年 
  （％） 順位 （％） 順位 
石油類 35.9 1 14.4 2 
オリーブオイル 17.6 2 7.8 4 
燐鉱石・鉛など 13.9 3 0.6 10 
化学製品（肥料など） 12.4 4 12.6 3 
繊維・織物 5.3 5  35.4 1 
果実・野菜・生花 1.8 6 2.0 8 
飲料・ワイン 1.6 7 0.5 11 
紙・パルプ 1.5 8 0.7 9 
砂糖 0.7 9 0.1 12 
魚介類 0.6 10 2.3 7 
皮革・靴 0.3 11 3.2 6 
電気機械 0.2 12 5.9 5 
その他 7.6  － 14.2  － 
 
（注）小数点第一位まで数値が同じ場合、順位も同率に修正。INS で他年度も追加。 
（出所）Ibid, p111 より作成。 
 
表 3-20 主要輸入品の推移（1974 年、1991 年） 
  1974 年 1974 年 1991 年 1991 年 
  （％） 順位 （％） 順位 
一般機械 11.0 1 16.1 2 
石油類 10.9 2 6.2 4 
繊維・織物 7.4 3 21.1 1 
輸送機械 6.8 4 4.9 6 
鋳鉄、鉄、鋼鉄 5.0 5 5.4 5 
砂糖類 5.0 5 0.9 15 
穀物 4.6 7 2.0 10 
電気機械 4.3 8 7.7 3 
植物油 4.1 9 1.1 14 
木材 3.4 10 1.3 12 
硫黄 1.9 11 2.4 9 
薬品 1.8 12 2.5 8 
プラスチック類 1.7 13 3.0 7 
乳製品 1.3 14 0.5 16 
光学・科学機器 1.3 14 1.8 11 
コーヒー、茶、香辛料 1.1 16 0.5 16 
天然ガス  ―  ― 1.3 12 
その他 27.5  ― 20.4 ― 
 
（注）小数点第一位まで数値が同じ場合、順位も同率に修正。INS で他年度も追加。 
（出所）Ibid., p112 より作成。 
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表 3-21 産業部門別付加価値額の増減（1986 年～1990 年の平均値） 
単位（％） 
  輸出向け 国内向け 
アグリビジネス 10.9 1.2 
建設資材 36.5 2.9 
電子・機械 20.5 -0.9 
化学 9.0 7.0 
繊維・衣服 14.3 4.8 
その他 17.7 4.9 
各部門の平均値 18.15 3.3 
 
（出所）Ibid., p.87 より作成。 
 
 また湾岸戦争を契機として、チュニジアでは観光収入が 1990 年の 5 億 5230 万 DT




万ドル）を中止し、同様に米国も経済援助を 1990 年の 5900 万ドルから 1991 年には
1900 万ドルに削減した139。欧州諸国への輸出減退も相俟って、チュニジアの外貨準備
高は 1991 年 5 月に輸入の 10 日分にまで落ち込み、マイナス成長が懸念されるほどの
危機的状況となった。政府は戦争の影響による財源不足に対処するため、既に同年 2
月の段階から石油及び煙草など奢侈品の公定価格引き上げ、アルコール飲料の TVA 率
引き上げなどの緊急措置を講じていた。同年 6 月には 1 億 2200 万 SDR（Special 
Drawing Rights）の IMF 信用供与拡大引き出しを行った上で、各国及び国際金融機
関に対して緊急支援を要請した。IMF はこれに応え、1991 年 7 月、6910 万 SDR の
追加信用供与を承認し、世界銀行も 12 月に 2 億 5000 万ドルの新構造調整融資（経済・
金融改革支援融資）を認めたのである140。 
 こうしてチュニジアに対する中期構造調整プログラムの延長（1993 年末）が決定し














































第 4 章 欧州の自由貿易戦略とベン・アリ政権の経済開発 
 
 
























に倣った欧州産業人円卓会議（ERT：European Round Table of Industrialists）を設
立した（1983 年）。同時にギレンハマーは、欧州の他の有力経営者と経営者団体に接
                                                   
142 Sandholtz, W. and Zysman,J.［1989］“Recasting the European Bargain,”World Politics, 
Vol.42,October, p.106. 
143 EU 加盟各国の中小企業を含む経営者団体で構成される既存の財界ロビー。 
144 Maria Green Cowles［1995］, “Setting the Agenda for a New Europe: The ERT and EC 










また同時期には EC 加盟国の拡大も進行した。1981 年には、当時国民一人当たりの
所得水準が EC 平均の半分に過ぎなかったギリシャが加盟を果たし（第二次拡大）、
1986 年には同 7 割のスペイン、同 4 割のポルトガルが加盟した（第三次拡大）。欧州
経済停滞を打開する方途として選択されたのは、先進国地域と後進国地域の垂直的経
済関係を包摂しつつ拡大を続けることだった147。ERT の第一回会議は 1983 年 4 月に
パリで開催され、同年 6 月にアムステルダムで開かれた第二回会議において、「欧州統
一市場を形成することで、欧州企業が成長を促進し、国際競争の激化に対応する」こ
とが宣言された。1985 年 1 月には、ERT メンバーによるベンチャーキャピタル「ユ
ーロベンチャー（Euroventures）」が設立され、汎欧州ネットワークを発達させる資













                                                   
145 高田［2012］前掲論文、p.77。 
146 Cowles, op.cit., p.505. 
147 吉田敦［2014］「EU 統合の歴史と垂直的経済統合の深化」福田邦夫監修『世界経済の解剖学―亡易論
入門―』法律文化社、p.84-85。 





Economic and Monetary Union）の設立を目指して、EC 加盟国間の資本移動が原則
的に自由化された。そして 1992 年 2 月、オランダのマーストリヒト（Maastrecht）
において、欧州経済・通貨同盟（単一通貨ユーロの導入）、共通外交・安全保障政策、
司法・内務政策の協力といった 3 本の柱からなる「欧州連合に関する条約（マースト























ツ統一（1990 年）、湾岸戦争（1991 年）、そしてソ連崩壊（1991 年）の結果、地中海
と中東における紛争の唯一の管理人として、米国の座が決定的に固まり、EC と地中海
諸国は、米国が進める政策の補佐という脇役を甘受した。そして、アラブとイスラエ
                                                   
150 同上論文、p.80。 
151 田中［2012］前掲論文 p.30。 


















年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて、米国のクリントン（Bill Clinton）大統領とロ












                                                   
153 コルム, G.［2008］七海由美子訳「鳴り物入りの『地中海連合』」『ル・モンド・ディプロマティーク』
日本語電子版 7 月号。（http://www.diplo.jp/articles08/0807-2.html ）2010 年 10 月 11 日閲覧。 
154 宮治［1995］前掲論文、p.120。 
155 高田［2012］前掲論文、p.82。 
156 コルム, G.［2008］前掲論文。 
157 福田邦夫［1997］「1990 年代北アフリカの地域的再編成」清水学編『中東新秩序の模索―ソ連崩壊と
和平プロセス―』アジア経済研究所、p.139。 




自の地中海政策を打ち出した。1994 年 3 月、EU はパリで「中東開発のための欧州会




キプロス、マルタ、トルコ、計 12 ヵ国の外相が参加し、2010 年までに EU・地中海
自由貿易圏を設立することが謳われた159。 
これは「政治・安全保障対話」、「経済・金融」、「社会・文化・人権」の三つの柱から
なり、包括的な FTA 締結が推進された。バルセロナ・プロセスの骨子は以下である。 
 




















                                                   
159 福田［1997］前掲論文、p.140。 
































                                                   
161 鈴井［2002］前掲論文、p.23。 
162 畑中［1995］前掲論文、p.51。 




























                                                   
164 鈴井［2002］前掲論文、p.20。 
165 同上論文、p.26。 
166 福田邦夫［2012a］前掲論文, p.89-91。 
167 コルム, G.［2008］前掲論文。 
168 欧州近隣諸国政策（ENP：European Neighborhood Policy）2004 年に中・東欧 8 ヵ国が EU に新規
加盟した際に策定された。 
169 坂井一成［2010］「EU の中東予防外交―東地中海を中心に―」『日本 EU 学会年報』第 30 号、p.142。 
170 Aziz Hasbi［2005］“ Le Dialogue politique euro-méditerranéen,”Abdelkhaleq Berramdane ed., Le 




表 4-2 ＥＵ・地中海沿岸諸国間の協力協定 
地中海沿岸諸国 協力協定調印年月 発効年月 移行期完了年月 
チュニジア 1995 年 7 月 1998 年 3 月 2008 年 3 月 
イスラエル 1995 年 11 月 2000 年 6 月 2010 年 6 月 
モロッコ 1996 年 2 月 2000 年 3 月 2010 年 3 月 
パレスチナ自治政府 1997 年 2 月 1997 年 7 月 2007 年 7 月 
ヨルダン 1997 年 11 月 2002 年 5 月 2012 年 5 月 
エジプト 2001 年 6 月 2004 年 6 月 2014 年 6 月 
レバノン 2002 年 6 月 2006 年 4 月 2018 年 4 月 
アルジェリア 2002 年 4 月 2005 年 9 月 2015 年 9 月 
シリア 2004 年 10 月  批准待ち 未定 
マルタ 1970 年 12 月 1971 年 4 月 2004 年 1 月 EU 加盟 






第 2 節 自由加工区の創設と輸出主導型産業 
 
1．基幹産業の民営化とグレード・アップ計画 
こうしたなかベン・アリ政権下のチュニジアでは 1995 年 7 月に EU との間で締結






政府は民営化の対象となる 112 社を発表し、500 万ドルに及ぶ政府資産を 3 年以内に
民間へ売却する運びとなった171。 
そしてベン・アリ政権下の 1987 年から 2010 年までの間、チュニジアは国家の基幹
産業である電力・通信・資源部門を含む 219 の国営企業を民営化した。2005 年以降は、
FDI が急増したが、これらは主にチュニジアのエネルギー部門、通信部門の民営化、
                                                   
171 German, R. and Taylor, E.［2009］“Tunisia : Economy,” The Middle East and North Africa, 












図 4-1．チュニジアの財・サービス貿易収支と FDI 流入額の推移 
単位（100万ドル） 
 







（出所）UNCTAD［2009］World Investment Report, FIPA： Foreign Investment Promotion Age
ncy,Tunisia （http://www.investintunisia.tn/site/fr/article.php?id_article=165）2011年9月29日閲覧よ
り作成。 
                                                   
172 日本貿易振興機構パリ・センター［2011］「マグレブ 3 ヵ国の経済・貿易・投資（チュニジア）」p.6、
p.28。 
 
2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
製造業 347.4 485.7 641.6 771.6 573.6 
エネルギー 940.3 1,359.0 1,933.9 1,233.5 1,317.1 
観光・不動産 18.3 72.0 198.6 85.5 95.0 
農業 14.1 7.7 20.1 16.9 2.8 
サービス・その他 3,082.8 146.4 604.5 171.2 176.5 










チュニジア政府は 1996 年から「工業グレード・アップ計画」（Programme de mise 
à niveau）」を推進、EU、世界銀行の財政支援の下、技術習得・促進基金（Fonds de 
promotion et de maitrise de technologie）及び産業競争力拡大基金（fonds pour le 








3671 社がリストアップされ、そのうちの 2434 社が企業改革のためのプログラムに取
り組み、資金として総額 37 億 9500 万 DT が注入された175。 
図 4-2 からわかるように、2000 年代後半に入り、工業とサービス業がチュニジア経
済において一段と大きな比重を占めてきた。1998 年には GDP に占める工業の割合が
25%を超え、全労働人口の 5 分の 1 に当たる 59 万人の雇用を達成し、1999 年頃から
当該産業、特に輸出主導型企業に対する投資は 10.6%も拡大した176。EU との関税が
段階的に撤廃され、競争が激しくなっていくなか、2000 年以降も順調に成長していっ
                                                   
173 Partrick, N.［2014］“Tunisia : Economy,” The Middle East and North Africa, Routledge, Taylor and 
Francis Group., p.1081. 
174 田熊清明［2000］「チュニジア・協力てこに国際協力の強化を」『JETRO センサー』6 月号、p.5。  
175 Partrick, N.［2014］op.cit., p.1081. 
176 German, R. and Taylor, E.［2009］op.cit., p.1131. 
  2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
その他  34.5   16.6 105.1   18.0  13.1 
農水産物加工  17.5   39.4    15.1    26.2  58.8 
建築資材  46.7   40.2 104.8    71.9 186.8 
機械・電気・電子製品  93.9 148.6 102.1 209 144.2 
化学・ゴム  35.5   92.2 215.7 257.9   79.4 
繊維・衣料  71.8   90.3    50.3    98.9   44.2 
皮革・靴  47.6   26.2    33.0    33.7     3.5 
プラスチック n/a    32.1    15.5   56.0   43.6 




3045 万 DT を超え、外貨準備高の 16%を供給した。さらに 27 万人の雇用を生み出す
一大産業といえる。また表 4-5「産業別生産指数（2008 年）」に示されるように、1990
年に比べ、農業・漁業部門で 6.6 倍、製造業は 10.5 倍、サービス業が 28.0 倍と飛躍
的な成長を達成した。 
 
図 4-2 GDP の産業別構成 
 
 
（出所）INS（http://www.ins.nat.tn/indexfr.php）2010 年 9 月 2 日閲覧より作成。 
 
表 4-5 産業別生産指数（2008 年） 
単位（1990 年＝100） 
農業・漁業 663.2 鉱業 30.9 
製造業 1,052.3 エネルギー産業 318.1 
―農産品・食料品. 194.8 建築・土木  289.4 
―機械・電気製品 242.8 サービス業 2,806.2 
―化学製品 90.1 ―運輸・通信 976.7 
―繊維・衣服・皮製品 271.5 ―ホテル・カフェ・レストラン 288.3 
―その他 147.5 ―その他 1541.2 




2．対 EU 諸国貿易・産業の基本構造 
チュニジアは 1994 年に世界貿易機関（WTO：World Trade Organization）に加盟
し、1995 年からは前述のように「欧州・地中海自由貿易圏構想」の枠組みの中で、欧
州多国籍企業の「作業場177」としての経済成長モデルを推進した。EU との間で締結
                                                   





























輸出額の約 10％を占めるが 1980 年代の約 40%という構成比からは大幅に低下してい
る。主な輸出先は、独立以降一貫して西欧諸国であり、EU への貿易依存度も非常に
高いことが特徴であった。例えば 2003 年にはチュニジアの輸出の 91.3%、輸入の
75.2%が EU との間で行われていた。表 4-7 に示されるように、2008 年にはその値は、
輸出の 73.4%、輸入の 67.7%と減少し、相対的に EU への比重が低下したが、同年に
自由貿易協定が発効され、工業品輸入も原則的に非関税となったことで、運送機械、
電気機器をはじめとする工業品、特に完成品の輸入は伸びている。またチュニジアか
ら EU への輸出も機械、自動車関連部品、エネルギー・燃料（西欧諸国からの FDI で
電力、天然ガスの供給）を中心に増大した（表 4-8、表 4-9 参照）。 
また図4-3に示されるように2008年の最大の貿易相手国は輸出入ともにフランスで
輸出の 28.4％、輸入の 22.4％を占め、次いでイタリアが輸出 18％、輸入 20.1％とな
っている。また革命後の 2012 年にも、総輸出額のうちフランス（24.7％）、イタリア
（15.1％）、ドイツ（8.8％）を占め、これら 3 ヵ国で全体の 48.6％に及んだ。とはい
え前述したように 2000 年代に入り、チュニジアの国際貿易における対 EU 依存度は
低下傾向にある。確かに 2003 年以降、2008 年の世界金融危機が起こるまでチュニジ
アの総輸出入額は増大していたが、EU の景気後退、2011 年革命後の混乱の影響によ
り、対 EU 貿易が停滞したことが要因として挙げられる。したがって、EU との間の
FTA の進展とチュニジアの輸出額は比例せず、チュニジアには慢性的な貿易赤字が計


















表 4-6 チュニジアの主要貿易相手国（2013 年）    
単位（100万ユーロ） 
順位 相手国  輸入額 順位 相手国 輸出額 順位 相手国 総貿易額 
 世界 19,808  世界 12,926  世界 32,734 
1 EU 12,257 1 EU 8,438 1 EU 20,695 
2 中国 1,064 2 リビア 1,051 2 リビア 1,835 
3 アルジェリア 864 3 米国 528 3 米国 1,217 
4 リビア 784 4 アルジェリア 339 4 アルジェリア 1,203 
5 トルコ 753 5 カナダ 239 5 中国 1,187 
6 米国 689 6 エジプト 225 6 トルコ 954 
7 ウクライナ 252 7 トルコ 202 7 エジプト 464 
8 ブラジル 245 8 韓国 170 8 ブラジル 349 
9 ロシア 244 9 モロッコ 156 9 ロシア 330 
10 インド 241 10 中国 123 10 カナダ 326 
 
（出所）European commission［2014］European Union, Trade in goods with Tunisia, 27 August. p.4, 








                                                   
178 福田（2012）、前掲論文、88 ページ。 
179 エジプト、アラブ首長国連邦、バーレーン、ヨルダン、チュニジア、サウジアラビア、スーダン、シ
リア、イラク、オマーン、パレスチナ、カタール、クウェート、レバノン、リビア、モロッコ、イエメン
の 14 カ国。エジプト貿易・工業省 HP 参照。http://www.mfti.gov.eg/english/Agreements/Pafta.htm（2014
年 10 月 30 日閲覧） 




図 4-3. EU 内の主要貿易相手国（2008 年） 
 
（出所） INS（http://www.ins.nat.tn/indexfr.php）2010 年 9 月 2 日閲覧より作成。 
 
 
表 4-7 チュニジアの対 EU 貿易額の推移     











































2003 7,250  75.2 6,257  91.3 -993 13,506 
2004 7,622 5.1 72.9 6,762 8.1 89.6 -860 14,384 
2005 7,980 4.7 74.4 6,827 1 84.1 -1153 14,808 
2006 8,731 9.4 72.9 7,623 11.7 84.1 -1108 16,353 
2007 9,522 9.1 68.4 8,991 18 83.3 -531 18,513 
2008 9,921 4.2 67.7 9,514 5.8 75.1 -407 19,435 
2009 9,046 -8.8 59.4 8,066 -15.2 80.5 -980 17,112 
2010 11,135 23.1 62.5 9,557 18.5 82.9 -1579 20,392 
2011 11,041 -0.8 58.2 9,913 3.7 82.9 -1128 20,955 
2012 11,209 1.5 56.1 9,530 -3.9 76.4 -1678 20,739 




表 4-8 チュニジアの対 EU 輸出品目 
単位（100万ユーロ,％） 
 
2004 年 2006 年 2008 年 
合計 6,753.3 100% 7,613.9 100% 9,491.2 100% 
一次産品 1,329.0 19.7% 1,678.9 22.1% 2,468.4 26.0% 
‐農産品 637.6 9.4% 745.4 9.8% 642.1 6.8% 
‐燃料・鉱物 691.4 10.2% 933.5 12.3% 1,826.3 19.2% 
工業製品 5,409.8 80.1% 5,905.5 77.6% 6,924.8 73.0% 
鉄鋼 63.6 0.9% 117.6 1.5% 129.5 1.4% 
化学品 269.6 4.0% 243.9 3.2% 455.3 4.8% 
半加工品 176.5 2.6% 210.4 2.8% 273.9 2.9% 
機械機器・運輸機械 1,414.2 20.9% 1,875.6 24.6% 2,312.9 24.4% 
‐オフィス・通信機器 84.9 1.3% 267.2 3.5% 402.4 4.2% 
‐運輸機械 285.4 4.2% 255.0 3.3% 304.6 3.2% 
‐その他の機械 1,043.9 15.5% 1,353.4 17.8% 1,605.9 16.9% 
繊維 228.5 3.4% 233.7 3.1% 258.2 2.7% 
衣服 2,622.2 38.8% 2,490.5 32.7% 2,547.2 26.8% 
その他の工業製品 635.3 9.4% 733.8 9.6% 947.8 10.0% 
その他 15.1 0.2% 28.5 0.4% 22.5 0.2% 
 
（出所） European commission［2009］EU and the world, Bilateral Trade, Tunisia., 22 September. 









2004 年 2006 年 2008 年 
合計 7,621.3 100% 8,718.1 100% 9,943.2 100% 
一次産品 1,051.0 13.8% 1,733.5 19.9% 1,730.3 17.4% 
‐農産品 429.2 5.6% 490.3 5.6% 698.6 7.0% 
‐燃料・鉱物 621.8 8.2% 1,243.2 14.3% 1,031.7 10.4% 
工業製品 6,499.4 85.3% 6,894.8 79.1% 8,063.0 81.1% 
鉄鋼 185.5 2.4% 210.3 2.4% 338.6 3.4% 
化学品 733.3 9.6% 822.9 9.4% 938.6 9.4% 
半加工品 604.9 7.9% 646.4 7.4% 855.0 8.6% 
機械機器・運輸機械 2,587.7 34.0% 2,883.5 33.1% 3,539.4 35.6% 
‐オフィス・通信機器 332.5 4.4% 443.5 5.1% 515.6 5.2% 
‐運輸機械 729.1 9.6% 666.7 7.6% 901.4 9.1% 
‐その他の機械 1,525.8 20.0% 1,762.3 20.2% 2,122.3 21.3% 
繊維 1,404.0 18.4% 1,306.0 15.0% 1,368.6 13.8% 
衣服 410.7 5.4% 369.7 4.2% 303.0 3.0% 
その他の工業製品 573.2 7.5% 656.0 7.5% 719.8 7.2% 





独立当初の 1962 年には、チュニジアの財貿易輸出に占める工業品の割合は 8.5％に
過ぎなかったが、2010 年には 76.0％まで飛躍的に上昇した（生産額の約 4 割が輸出）。
「工業品輸出」を中心とする産業構造に転換したようにみえるが、その「工業品」と
は一体何なのか。外資による輸出専業企業の比率の高さは特筆に値し、製造業分野で
従業員 10 人以上の企業は約 5000 社で、2000 社強は繊維・アパレル部門である。同











ラン、ギラロッシュなどがある182。2008 年 9 月にはベネトン社が 3600 万 DT の新規
投資を行い、さらなる増産体制を整え、生産を行っている。 
また図 4-4 に示されるように 1990 年代以降は繊維産業が躍進し、2000 年前後はチ




める繊維の割合は 47.2%で輸出高 48 億 8060 万 DT、2004 年は 42.4%の 51 億 1118
万 DT であったが、2005 年には 37.7%の 51 億 3310 万 DT まで落ち込んだのである。  
確かにそれまでの成長から考えると「停滞」といえる状況が続いたが、それでも 2006
年の総輸出額 153 億 1630 万 DT のうち繊維部門は 51 億 5060 万 DT を占めており、
重要な輸出産業であることに変わりなかった（ちなみに電子・機械産業が 38 億 6140
万 DT、農水産物部門が 18 億 6800 万 DT）。繊維産業は企業数、就業者数ともに全体
の 4 割以上を占めるチュニジア最大の製造業である183。 
                                                   
























（Société Tunisienne des Industries Automobiles）を（トラベルシ一族が関与する）
マブルーク（Mabrouk）グループに売却した185。2008年に中国で最大級のバス生産を
誇る江蘇省の揚州亜星客車株式会社（Yangzhou Yaxing Motor Coach）186は組み立て
                                                   
184 同上書、pp.241-243、YAZAKI ホームページ参照。 
185 185 Partrick, N.［2014］op.cit., p.1081. 
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図4-4 製造業の内訳（付加価値基準,1990～2006年）  







































（注）チュニジア 24 県のうち北部の 14 県のみ表示。自動車関連企業のうち輸出に特化した企業数が示
される。2000 年以前から活動する企業数は白の棒グラフ、2000 年から 2007 年に参入した企業数は黒の
棒グラフ。 
（出所）Layan, J.B. et Lung, Y.［2009］“Les trajectoires de l’industrie automobile au Maroc et 
en Tunisie,” Mihoub Mezouaghi ed., Les Localisations industrielles au Maghreb ：Attractivité, 
agglomération etterritoires, IRMC-Karthala,p.142.より転載、一部加工。 
                                                                                                                                                     
社が設立したバス製造会社で、1998 年 8 月には上海証券取引所で 6000 万株が発行されており、バス製
造会社としては数少ない上場企業である。また、江蘇亜星客車集団有限会社は中国政府が重用する国内企
業 300 社のリストにも挙げられており、江蘇省を代表する企業グループの一つである。 
187 German, R. and Taylor, E.［2009］op.cit., p.1132. 
188 Layan, J.B. et Lung, Y.［2009］“Les trajectoires de l’industrie automobile au Maroc et en Tunisie,” 
Mihoub Mezouaghi ed., Les Localisations industrielles au Maghreb ：Attractivité, agglomération 























（出所）World Bank［2011］WDI より作成。 




















表 4-10 途上国における製造業の成長比較 （2008 年） 
単位（ドル,％） 
  
（出所）Amin, M., Assaad, R. et al.［2012］After The Spring : Economic Transitions in the Arab World, 
Oxford University Press, p.114より作成。 
 
1990 年代以降、産業の高度化を目指しているチュニジアは、主に FDI 誘致及び高
等教育の充実、テクノパークの建設を行ってきた。しかしながら、これまで望まれた
技術移転が起きているとは言い難い。こうしたなか、表 4-11 に示されたように 2007
年に最も多国籍企業の進出数が多いのが製造業で 2279 社、そのうち繊維産業に 1117
社でそれぞれ 25 万人、13 万人の雇用を創出している。問題は、チュニジアではこれ
らの産業が低付加価値であるため、必然的に賃金水準が上昇していないことであろう。
FDIストック額で比較するならば、サービス産業にも莫大な FDI流入が認められるが、





















②GDP に占める製造業  GDP に占める製造業の推移 
00 年－08 年 
アラブ諸国 381.4 12.1 0.85 
エジプト 278.9 15.7 -0.68 
モロッコ 219.0 15.9 -0.81 
チュニジア 414.7 16.5 -1.12 
途上国 412.9 21.7 1.14 
東アジア諸国 632.5 29.5 1.49 
 105 
 
表 4-11 外国企業の進出状況（2004 年, 2007 年） 
 
  
企業数 就業人数 FDIストック額（100万ドル） 
2004 年 2007 年 2004 年 2007 年 2004 年 2007 年 
製造業 2,166 2,279 216,489 250,086 4,527.8 5,660.0 
繊維・衣服 1,164 1,117 126,648 131,196 914.5 1,023.8 
サービス 213 325 4,702 19,276 557.9 4,174.8 
農業 71 78 1,733 1,811 207.2 242.4 
観光 157 158 16,951 16,562 2,080.5 1,581.3 
エネルギー 52 55 3,250 3,250 11,535.2 15,748.3 
合計 2,659 2,895 243,125 290,985 18,908.7 27,406.9 
 
（出所）Driss, S.［2009］“Les investissements directs étrangers dans le secteur Textile-Habillement 
en Tunisie”,Mihoub Mezouaghi,Les Localisations industrielles au Maghreb ： 
Attractivité,agglomération et territoires,IRMC--Karthala, p.124より作成。 
 
表 4-12 産業別就業者の割合（1984 年～2008 年） 
単位（％） 
 
1984 1994 1999 2004 2005 2006 2007 2008 
農業 27.3 21.2 20.1 16.2 18.5 19.3 18.3 17.7 





2.3 1.6 1.3 1.2 1.1 1.1 1.1 
建設 13.5 12 13.8 13.3 12.0 12.3 12.6 
サービス業 35.2 43.9 45 48.9 48.4 
48.6 
48.5 48.6 
無回答 2.0 1.6 0.4 1.0 1.0 0.9 0.9 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
 
（出所）Sondes, A.［2011］Observatoire National de l’Emploi et des Qualifications ： Statisitiqu
es 2010 de l’Emploi, République Tunisienne, Ministère de la Formation Professionnelle et 
de l’Emploi, Février.より作成。 
 
 
第 3 節 経常収支と対外累積債務 
 
 また図 4-8 に示されるようにチュニジアの GDP 成長率は 1993 年から 2014 年の間
に平均すると 3.98％で推移しているが、1995 年には 2.4%、2002 年は 1.7％とそれぞ
れ低成長を記録している（2011 年は革命の影響で 1.9%のマイナス成長）。1995 年と
2002 年に共通していることは、旱魃により農業が打撃を受けたことである。加えて




客が前年度に比べ 19％減の 510 万人、収入は 13.5%減の 20 億 2400 万 DT であった
（それでも尚 GDP の 6%以上を占める）。2003 年と 2004 年は天候に恵まれ農業生産
高が回復し、観光も順調に伸び、それぞれ 5.6%、6.0%という成長率を記録した190。








重な金融政策によって 3%前後に抑えられており、2007 年には成長率 6.3%、インフレ
率は 3.1%にとどまったことを受け IMF はチュニジア政府のマクロ経済政策を高く評
価していた。そして 2008 年の GDP は 417 億 7000 万ドルに達したが、これは 1960
年の 8 億 4700 万ドルの約 49 倍である。 
 
図 4-8 GDP 成長率とインフレ率の推移（1993 年～2014 年） 
単位（％） 
 
（出所）IMF, World Economic Outlook Database（http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2014/
     01/weodata/index.aspx）より作成。 
                                                   



















  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
貿易収支  -2269 -2,321 -1,963 -2,514 -2,876 -4,010 -3,699 -4,575 
  －輸出 8027 9959 10631 11688 15147 19183 14418 16430 
  －輸入 -10296 -12280 -12594 -14202 -18023 -23193 -18117 -21005 
サービス収支 1324 1643 1830 1840 2106 2,643 2,524 2,460 
所得収支 -956 -1140 -1478 -1389 -1766 -2267 -2010 -1924 
経常移転収支 1199 1400 1339 1469 1650 1947 1978 1971 
 －移民送金 1107 1268 1195 1303 1446 1725 1726 1724 
経常収支 -730 -441 -299 -619 -916 -1711 -1233 -2104 




















                                                   
191 児玉高太朗［2003］「市場潜在性の鍵を握る対 EU 経済関係」『JETRO センサー』 7 月号、日本貿
易振興機構、p.59。 
192 アルジェリアの天然ガスをチュニジアからシチリア島へつなぎ、イタリア本土まで供給している。総
延長は 2485km。1983 年に輸送が開始され、1997 年の第二次拡張時には、チュニジア電力・ガス公社
（STEG：Société Tunisienne de l’Electricité et du Gaz）の国内向け供給能力も上がり、年間 160 億㎥









図表 4-1 チュニジアの対外累積債務残高と返済状況（2008 年～2011 年）   
単位（100万ドル） 
 
（出所） IMF［2012］International Financial Statistics, EIU［2011］Tunisia Country Report, July, 














2008 2009 2010 2011
対外累積債務残高 20,772 21,709 21,482 25,740
返済額 2,010 2,104 2,318 2,147
元金支払 1,165 1,346 1,757 1,530




















































第 5 章 ベン・アリ政権崩壊への道 
 
 





























工芸など）を学ぶコレージュについても卒業生の90％近くが失業者となっていた194。   






























       単位（人） 
 
2008 年 2009 年 推移（％） 
新規雇用 
正規（6 ヵ月以上） 27,588 21,172 -23.2 
非正規 15,177 12,920 -14.9 
合計 42,765 34,092 -20.3 
求職者 
新規登録 27,016 25,281 -6.4 
合計 97,346 110,866 13.9 
（出所）Sondes, A.［2011］op.cit.より作成。 
 
                                                   






  2008 年 2009 年 推移（％） 
求職者 
新規登録 5,700 5,689 -0.2 
合計 42,398 54,854 29.4 
（出所）Ibid.より作成。 
 
表5-3 地域・県・学歴別の失業率 （2009年）単位（％） 
（出所）INS［2010］op.cit.より作成。 
  
  県 未就学 初等 中・高 大卒 （非公表） 計 
チュニス チュニス 3.7 13.4 15.5 13.9 n/a 11.6 
大都市圏 アリアナ 3.0 8.8 12.9 11.2 n/a 9.0 
  ベンナル－ス 4.1 9.4 12.4 14.6 8.4 10.1 
  マヌーバ 5.2 10.8 17.5 24.8 20.4 14.6 
  合計 4.0 10.6 14.6 16.1 14.4 11.3 
北東部 ナブール 5.8 9.0 10.9 24.0 n/a 12.4 
ザグアン 3.2 3.4 5.8 10.7 n/a 5.8 
ビゼルト 2.9 9.1 14.6 22.1 10.5 12.2 
合計 4.0 7.2 10.4 18.9 10.5 10.1 
北西部 ベジャ 3.8 8.1 14.1 29.7 11.5 13.9 
ジャンドゥーバ 7.8 11.4 22.1 38.2 27.4 19.9 
ル・ケフ 4.9 10.1 15.2 28.0 n/a 14.6 
シリアナ 8.2 13.1 19.2 27.3 n/a 17.0 
合計 6.2 10.7 17.7 30.8 19.5 16.3 
中東部 スース 11.9 11.3 11.4 19.4 -9.3 13.5 
モナスティール 4.8 2.5 4.4 17.5 n/a 7.3 
マハディア 5.5 9.7 11.4 28.0 18.5 13.7 
スファックス 2.2 4.6 6.5 18.1 30.5 7.9 
合計 6.1 7.0 8.4 20.8 19.4 10.6 
中西部 ケルアン 4.6 5.9 11.2 35.8 46.3 14.4 
カセリン 11.3 17.2 23.7 38.5 26.1 22.7 
シディ・ブジッド 7.0 10.3 16.9 40.2 n/a 18.6 
合計 7.6 11.1 17.3 38.2 36.2 18.6 
南東部 ガベス 6.0 9.6 18.2 37.6 13.0 17.9 
メドゥニン 4.0 7.4 12.6 32.4 10.0 14.1 
タタウィン 4.6 11.5 27.7 38.4 n/a 20.6 
合計 4.9 9.5 19.5 36.1 11.5 17.5 
南西部 ガフサ 10.1 17.8 29.7 46.5 26.1 26.0 
トズール 9.1 12.7 18.9 24.8 n/a 16.4 
ケビリ 3.2 7.7 14.8 41.3 11.8 16.8 


































                                                   
197 République Tunisienne［2009］Ministère de l’Emploi et de l’Insertion Professinnelle des Jeunes et 





















（出所）République Tunisienne［2009］Ministère de l’Emploi et de l’Insertion Professinnelle des 
Jeunes et de la Banque mondiale, Dynamique de l'emploi et adéquation de la formation parmi les 






                                                   


















専門職(大卒) 修士学位取得者 エンジニア 
図5-1. 雇用形態と賃金の比較  （2007年）           
                      単位（DT） 







（出所）République Tunisienne［2009］,Ministère de l’Emploi et de l’Insertion Professinnelle des 










正規雇用 インターンシップ その他の形態 失業 休職・不活動 
合計































専門職 28,5 47,5 19,0 11,6 6,7 ‐4,9 3,0 5,4 2,4 43,1 33,4 ‐9,7 13,8 6,9 -6.9 12682 
経営、管理 26 44 18 10 6 -4 3 5 2 49 37 -12 12 8 -4 3864 
工学系 28 48 20 13 8 ‐5 3 6 3 40 31 -9 16 7 -9 6070 
医療、健康、
福祉 
41 51 10 13 6 ‐7 2 7 5 37 31 -6 6 6 0 1338 
その他 25 51 26 7 6 ‐１ 3 2 -1 47 35 -12 18 6 -12 1410 
修士学位取
得者 
28,4 50,6 22,2 7,4 6,5 ‐0,9 2,4 3,2 0,8 36,3 28,9 ‐7,4 25,4 10,7 -15 21706 
語学 39 62 23 3 5 2 1 1 0 41 27 -14 15 6 -9 3199 
人文科学 31 38 7 3 4 1 5 3 -2 41 40 -1 21 15 -6 1755 
工学系 40 65 25 6 5 ‐1 2 5 3 27 19 ‐8 25 7 －18 1488 
基礎科学 40 47 7 3 2 ‐1 1 2 1 34 40 6 22 9 -13 2195 
経営、経済、
金融 
20 48 28 13 11 ‐2 3 4 1 36 27 -9 29 10 -19 8741 
法律 13 28 15 3 4 1 4 5 1 42 39 -3 39 24 -15 1849 
情報科学 45 79 34 9 2 ‐7 3 1 ‐2 23 14 -9 19 5 -14 975 
その他 35 57 22 2 2 0 1 2 1 38 24 -14 24 15 -9 1505 
エンジニア 47,0 76,0 29 15,0 4,9 ‐10,1 1,5 0,6 ‐0,9 13,8 9,0 ‐4,8 22 9,5 -13 1509 
農学・農産物
加工 
24 51 27 17 13 ‐4 2 0 ‐2 20 15 ‐5 37 22 -15 455 
工学系 50 82 32 20 2 ‐18 0 0 0 13 8 ‐5 17 8 -9 438 
通信・電気・
電子 
61 91 30 10 1 ‐9 2 1 -1 10 5 -5 17 2 -15 616 
建築家 19 25 6 14 3 ‐11 50 65 -15 8 4 -4 9 4 -5 71 
医者 29 45 16 17 3 -13 24 31 -7 18 17 -1 13 5 -8 825 
芸術 26 42 16 12 12 0 7 8 1 21 23 -2 33 14 -19 315 
弁護士 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 797 

































                                                   
199 Prise en charge par l’Etat d’une part des salaires versés au titre des nouveaux recrutements des 
diplômés de l’enseignement supérieur の略称。 





（出所）République Tunisienne［2009］Ministère de l’Emploi et de l’Insertion Professinnelle des 























                                                   
202 Sondes, A.［2011］op.cit. 










































アラブ諸国 アフリカ アジア 合計 
専門 米国 カナダ 
教員、研究者 975 223 373 247 16 28 1,862 
エンジニア、建築士 1,069 244 228 238 28 2 1,809 
医師、薬剤師 639 55 35 123 11 2 865 
情報処理技術者 286  n/a 27 13 5  n/a 331 
弁護士 33 2 6 31  n/a  n/a 72 
その他 887 171 234 410 63 7 1,772 
合計 3,889 695 903 1,062 123 39 6,711 
 
（出所）Lotfi Slimane et Wafa Khlif［2009］“Les compétences tunisiennes à l’étranger,” 
L’Année du Maghreb, CNRS, p.425 より作成。 
 
                                                   
204 岩崎えりな［2011］「海を超える出稼ぎと移民―故郷とのつながり―」鷹木恵子編『チュニジアを知る
ための 60 章』明石書店、p.259。 
205 シディ・ブジッド県（人口 42 万 9912 人で合計 12 の地区からなる）の県庁所在地で、人口はシディ・
ブジッド西地区が 7 万 3226 人、シディ・ブジッド東地区が 49 万 4500 人である（2014 年）。主な産業
は農業と牧畜業。INS ホームページ参照。 





Information and communications technology ）部門である。チュニジアにおける ICT




























                                                   
207 IMF と国際復興開発銀行（IBRD：International Bank for Reconstruction and Development）が、
1944 年に米国のブレトンウッズで開かれた連合国会議において締結された同協定により設立されたこと


































                                                   
208 チョムスキー,N.「アメリカが恐れているのは急進的イスラムではなく、対米依存からの脱却である」
原民樹訳『現代思想—アラブ革命—』4 月臨時増刊号（vol.39-4）青土社、p.12。 
209 シャムキ, F.［2011］前掲論文、p.117。 




 表 5-6 ベン・アリ大統領の親族が支配していた主要な企業・分野 
 











ガズア・ベン・アリ 娘（母：ベン・アリ前妻） メディオバンカ、チュニス空港サービス部門など 
ベルハッセン・トラベルシ ライラ夫人の兄弟 チュニジア中央銀行、ハムサホテル、アルディナホテ
ル、カルタゴ航空、モザイク FM ラジオ、カルタゴ TV、
カルタゴセメント、ビゼルト製糖など 
ムラド・トラベルシ ライラ夫人の兄弟 マグロ輸出分野の独占など 






























（USCENTCOM：The United States Central Command）が至るところに駐留して
いるが、「テロに対する戦い」に協力し、イスラーム保守勢力を徹底的に弾圧していた
チュニジアなど親米独裁政権の存在意義も微妙に変化しつつあった。 


















が封殺され秘密警察が徘徊しているにもかかわらず、2005 年 11 月には、チュニスで








第 3 節 民衆革命の勃発と変容 
 


















る交通事故や大火傷の治療を専門とする病院（Centre de traumatologie et des grands 
brûlés）に搬送されていた。2008 年に完成した同病院は最新鋭の医療設備が整ってい




2011 年 1 月 4 日に死亡を発表した212）。 
ベン・アリはその日以降、国民に向けて三度にわたる演説を行い、内閣の解散、次
期大統領選への不出馬、民主化の進展などを約束したが、民衆の激しい怒りは収まら
なかった。1 月 11 日に首都チュニスにおける暴動が拡大したため、ベン・アリは、警
察・治安維持部隊による組織的な大弾圧を開始した。そして警官隊の暴力的な弾圧に
よって死傷者が続出したことで民衆の怒りは頂点に達し、ベン・アリ打倒を目指す大
                                                   













することができず、ブアジッジの事件からわずか一か月足らずの 2011 年 1 月 14 日、
ベン・アリはサウジアラビアに逃亡し、ここに 23 年間に及んだ長期独裁政権が崩壊し
たのである213。 
                                                   
213 周辺のアラブ諸国では、長期独裁政権に不満を抱いていた人々がチュニジア民衆の勇気を称賛した。
とりわけエジプトでは、1981年以来、30年以上にわたりホスニ・ムバーラク（Muhammad Hosni El Sayed 
Mubarak）が強権的な独裁体制を敷いていた。チュニジアの民衆蜂起を受けてエジプトでも抗議運動が




めなかった。ムバーラクは、ついに強大な力を誇るエジプト軍にも見放され、2011 年 2 月 11 日に辞任に
追い込まれ、政権は崩壊した。さらに、カダフィが 42 年間にわたり絶対的権力を堅持していたリビアで











































                                                   


















2011 年 10 月 23 日、制憲議会選挙の結果は大方の予想通り、アンナハダが最多得票
を獲得し、217 議席中の 89 議席を占めて第 1 党に躍り出た。そして、元人権活動家で
長らくヨーロッパに亡命していたモンセフ・マルズーキ（Moncef Marzouki）率いる




















に成功した。2012 年にはカタールから 10 億ドル、サウジアラビアから 2 億 2000 万




                                                   








輸入の 119 日分にまで大幅に減少したのである。 








の送金額も減少した（EU 諸国からの FDI 及び信用供与も減少した）。歴代政権の最重
要課題であった慢性的な高失業率も改善されず、2011 年末には 18.9％に上昇したので
ある216。 
こうしたなか、2013 年 2 月 6 日、アンナハダ政権を徹底的に批判していた民主愛国
者運動党の党首ベライード（Chokri Belaïd）が自宅前で何者かに殺害された。そして
同年 7 月 25 日には、人民党運動幹部のモハメド・ブラヒミ（Mohamed Brahmi）が
またも自宅前で射殺されたのである。これらの事件を受け、アンナハダは国民からの
厳しい批判に晒された。したがってアンナハダは政権運営において連立を組むリベラ
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